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2006年版編集方針

　2006年版は2005年版と比較して8ページ増やして

56ページ構成にしました。

　2006年版は社会性報告の一層の充実を図ることと、

第三者意見書を始めて掲載しました。

　2006年版社会・環境活動報告書を編集するにあた

り、第三者意見書をお願いしたNPO法人「循環型社会研

究会」（代表山口民雄氏）のご意見を極力参考にし、編集

を行いました。

　本業を基盤としたCSRの取り組みを特集として冒頭に

掲載し、東洋インキグループのCSRへの取り組みを紹介

しました。

■対象期間
　この社会・環境活動報告書のデータは、2005年度

（2005年4月1日～2006年3月31日）の実績を主体と

していますが、海外の関係会社の環境負荷については、

2005年1月1日～2005年12月31日のデータを掲載し

ています。また、日本語版の発行が2006年10月である

ため、大きな進捗のあった事柄については、2006年8月

までの活動も記載しています。

■対象範囲
社会：この報告書に記載する“社会”の範囲は東洋インキ

製造株式会社の取り組みおよび国内・海外の関係

会社の社会的側面に関わる事例です。

環境：この報告書に記載する“環境”の範囲は東洋イン

キ製造株式会社と国内の関係会社および

ISO14001を取得している海外の関係会社の環

境パフォーマンスデータおよびその活動です。

・本報告書は環境省「環境報告書ガイドライン2003年

度版」およびGRI「サステナビリティリポーティングガ

イドライン2002」を参考に編集・作成しています。

　東洋インキは環境報告書を1999年から毎年発行しています。2002
年からは英語版も発行しています。2004年版は環境・社会報告書に改
め発行しています。2005年版からは社会・環境活動報告書と改め発行
しています。
　これまでに発行した報告書は当社ホームページの「環境への取り組み」
コーナーでご覧になれます。

東洋インキホームページ　http://www.toyoink.co.jp

発　　　　行：2006年10月
次回発行予定：2007年9月

社会・環境活動報告書の対象範囲
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ごあいさつ

東洋インキ製造株式会社
代表取締役社長

東洋インキグループ理念体系に基づいた
社会的責任活動
　私たち東洋インキグループは、経営理念に掲げております通り、

「世界にひろがる生活文化創造企業」を目指し、みなさまの良き

パートナーとして、またスペシャリティケミカルメーカーとして社

会的責任を果たし、あらゆるステークホルダーの方々の満足度を

さらに高めていくことで、企業グループとしての価値向上に努めて

おります。

　私たちは、2007年1月における創立100周年に向けて、1993

年に「TAKE OFF2007」というビジョンを策定しました。このビ

ジョンは、21世紀という時代を先取りし、事業活動・社員・社会と

いう3つの角度からの価値観をバランスよく達成していくことで、

さらに次の世代へ永続可能な企業グループとなることを目指して

います。

　まさに、来年度はその創立100周年を迎える年となります。こ

れは、私たちの「目指す姿」が具現化される節目でもあります。

　また100周年を経た後、次の10年間で「世界に役立つスペシャ

リティケミカルメーカー」として、さらなる進化を遂げていくと同

時に、社会や地球環境と共生し続ける存在としての基盤を確立し

ていく所存です。

CSR推進とコーポレートガバナンス推進体制
　私たち東洋インキグループは、2005年4月に、社会的責任へ

の取り組み姿勢を明確にした「CSR憲章」ならびに「CSR行動指

針」を制定しました。そして、これをグループ全体へ展開し、単なる

企業としての活動のみならず、社員一人ひとりの“生活者として

の”社会的責任行動につながる取り組みを行っております。

　2004年度に引き続き、2005年度の経営方針の一つとして、

「CSR重視の真のSS（社会的満足）にチャレンジする」を掲げま

した。その具体的な推進の一環として、2005年4月よりコーポ

レートガバナンス体制の一部として「CSR委員会」を発足させ、

社会・環境活動に関わる取り組みを全社の活動の中に位置付け、

コンプライアンス、リスクマネジメント、環境・安全、社会貢献な

どの活動を展開しました。また、2006年1月には、内部統制プロ

ジェクトを発足し、コーポレートガバナンス体制のさらなる強化に

努めています。

東洋インキグループの環境・安全への取り組み
　私たちはケミカルメーカーとして、環境・安全の分野に関しては

常に最優先の課題として取り組んでいます。

　CO2の削減に対しては、原単位ではなく総量での削減を積極的

に推進しています。その一例として、富士製造所に既設のコージェ

ネレーションシステムの運用に加え、川越製造所に2基目を設置

する決定をいたしました。

　また同製造所においては、これまで使用していた大型焼却設備

の撤廃を完了し、ゼロエミッションの達成に向けた着実な準備が

進んでいます。

　一方、環境調和型製品の研究開発により、有限である資源を大

切にし、持続可能な社会の構築に対して、ケミカルメーカーとして

最大限の配慮をしています。

　環境・安全に関する社会とのコミュニケーションについては、情

報開示を積極的に実施することで、地域の方々や自治体、NPOな

ど多くのステークホルダーのみなさまから信頼をいただけるよう

活動しております。

　2006年7月には、管理・監査中心であったこれまでの組織「エ

コロジーセンター」を改組し、全世界の東洋インキグループ拠点に

おいて、より積極的に環境・安全活動や化学物質審査を行うため

の機能拡大・体制強化をねらった「環境本部」を発足させました。

報告書の発行にあたって
　このような私たちの取り組みをみなさまにご理解いただくため

に、本年も社会・環境活動報告書を発行いたしました。

　とくに、私たちのCSR活動の基点が「本業を通したCSR」にある

ことを受け、本報告書の冒頭に、私たちのさまざまな事業における

CSR活動を特集しました。

　本報告書により、多くの方々に私たち東洋インキグループの社会・

環境活動への取り組みをご理解いただきたく思います。本報告書の

内容に対し、みなさまからの忌憚ないご意見をお願いいたします。

2006年10月



東洋インキの会社概要、事業と経営理念

　東洋インキグループは、世界の中堅スペシャリティケミカルメー

カーとして自他ともに認められる企業グループを目指します。

＊スペシャリティケミカルメーカーとは：

　コアテクノロジー・コア素材をベースに、マーケティング展開

力により、オリジナルで顧客と共生でき、必要とされるサイエ

ンス重視の企業像

　事業内容は、“色素・色彩テクノロジー”、“ポリマーテクノロ

ジー”、“光電子材料テクノロジー”の三つをコアテクノロジー基

盤として、印刷インキ事業、グラフィックアーツ関連機器及び材

料事業、高分子関連事業、化成品およびメディア材料事業の４つ

のセグメントを中心として展開しています。

　東洋インキグループは、2007年に創立100周年を迎えます。

　この100周年をひとつの節目と考えて、1993年4月に東洋イン

キグループ21世紀ビジョン「テイクオフ2007」を制定しました。東

洋インキグループでは、このビジョンを経営戦略の基軸として、グ

ループ連峰経営による企業活動を行っています。

　その根幹的な方針は、東洋インキグループの経営理念に謳われ

ている“世界にひろがる生活文化創造企業を目指すこと”に集約さ

れます。

　東洋インキグループは、今後求められる企業の姿として、そこで

働く社員やその家族、株主をはじめとするステークホルダーの皆様

へ、さらには社会全体までを視野に含めた企業運営を行う責任があ

ると考えています。

　そのために東洋インキグループは企業としての価値観に加えて、

個人と社会の視点からも自身を見つめ直すため、「企業活動の価値

観」「個人の価値観」「社会の価値観」の3つの視点から経営を進め

ています。そしてそれを「グループ行動指針として掲げ、グループの

一人ひとりがビジョン達成に取り組んでいます。

会社概要

事業内容

経営理念

オフセットインキ

新聞インキ

グラビアインキ

RC（UV・EB硬化型）インキ

シルクスクリーンインキ

印刷機械･機器

プリプレスシステム

印刷材料

グラビアシリンダー製版

缶用内外面塗料

樹脂

粘・接着剤

塗工材：マーキングフィルム、工業用接着テープ

化成品：顔料、加工顔料、記録材塗料

着色剤：プラスチック着色剤、機能性添加材料

表示メディア材料：
カラーフィルター用レジストインキ、
インクジェットインキ、各種エレクトロニクス材料

天然材料・食品用色素

グラフィックアーツ
関連機器および
材料事業

私たち東洋インキグループは、
世界にひろがる「生活文化創造企業」を目指します。

　　　・世界の人々の豊かな文化に貢献します。

　　　・新しい時代の生活の価値を創造します。

　　　・先端の技術と品質を提供します。

1.顧客の信頼と満足を高める知恵を提供しよう。　
2.多様な個の夢の実現を尊重しよう。
3.地域や社会と共生し、よき市民として活動しよう。

東洋インキグループ理念体系

グ
ラ
フ
ィ
ッ
ク
ア
ー
ツ
事
業
分
野

ケ
ミ
カ
ル
事
業
分
野

印刷インキ事業

化成品および
メディア材料事業

人間尊重の経営

会 社 名

本社所在地 

創 業

創 立

資 本 金

売 上 高

社 員 数

関 係 会 社

東洋インキ製造株式会社/TOYO INK MFG. CO.,LTD.

〒104－8377　東京都中央区京橋二丁目3番13号

1896年（明治29年）9月

1907年（明治40年）1月

317億1,196万円

178,127（百万円、単体）　236,204（百万円、連結）

2,113名（単体）、6,495名（連結）

国内25社　海外46社（2006年3月現在）

高分子関連
材料事業

経営理念

行動指針

経営哲学

東洋インキの事業と経営
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2005年度経営数値

　05年度は原材料費の高騰が収益を圧迫しましたが、構造的コストダウンや各事業の拡販などの実現により、売上高、当期純利益ともに

順調に伸長しました。単体の社員数は引き続き減少傾向にあります。

売上高 当期純利益 社員数

（百万円）

単体 連結
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2005年度事業別売上高

（百万円）

その他

印刷インキ
高分子関連材料
化成品及びメディア材料

GA関連機器及び材料

60,402

39%

4%

25%

18%
14%

10,680

44,492
33,623

93,809

2005年度地域別売上高

（百万円）

日本
ヨーロッパ 北米

アジア・オセアニア

191,250

11,380

7,504

46,656

75%

3%4%

18%

2004年度地域別売上高

（百万円）

日本
ヨーロッパ 北米

アジア・オセアニア

191,290

9,638

8,159

38,410

77%

3%4%

16%

2005年度末地域別社員数

（名）

日本
ヨーロッパ 北米

アジア・オセアニア

3,106

156

191

3,042

2004年度末地域別社員数

（名）

日本
ヨーロッパ 北米

アジア・オセアニア

3,108

161

186

2,709

2004年度事業別売上高

（百万円）

その他

印刷インキ
高分子関連材料
化成品及びメディア材料

GA関連機器及び材料

57,766

37%

6%

25%

18%
14%

14,041

42,997
33,133

87,838

48%

3%

2%

47%

50%44%

3%

2%



包装体の構成
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新規包装用レーザマーキングインキの開発
軟包装分野におけるマーキング

１．従来のレーザマーキング

3.今後の展開

2.印刷方式によるマーキング層の形成

液体小袋の印字例

包装体の内部に印字

レーザ照射

発色層
フィルム

シーラント

白インキ
接着剤

　経済社会を支える情報インフラとして、

身の回りのあらゆる生活資材においてトレ

サービリティ確保の重要性が高まっていま

す。軟包装分野においては、各製品に生産、

流通、廃棄等の情報（有効期限、原産国、製

造番号など）を包装材料にマーキング（印

字）することで対応が図られています。

　従来、可変印字ではIJ方式、熱転写方式、

刻印方式などが使用されていますが、視認

性、耐摩擦性、改ざん防止、二次元コードへ

の対応から、高速で高精細な可変印字方式

が待ち望まれていました。

　東洋インキでは、フィルムにも適応し、高

精細・高耐久性の可変印字が可能なレーザ

マーキング用インキを開発致しました。

●レーザマーキングとは？

　レーザ光照射により基材に直接印字を

施すレーザマーキングは、電子部品や飲料

容器等の製造、ロット番号の印字などに実

用化されています。印字の原理は、レーザ

照射により基材表面に物理的・化学的変化

を起こし、非照射部と光学的な差異（色相、

形状変化による光散乱等）を形成します。

レーザマーキングは、レーザ光の微細な線

幅を基にしているため、より高精細な印字

が可能です。また、印字時にインキを使用

しないため有機溶剤等の揮発がなく環境

面で有利な印字方法です。

●従来法によるレーザマーキングの課題

　基材、即ち外面フィルムに直接印字した

場合包装フィルムがダメージを受けやす

く、部分的なラミネート強度、バリア性等の

低下を招く問題がありました。

●新規レーザマーキングインキ
　「Elbima Z113」の開発

　開発においては、まずレーザ波長領域に

対し高い感応性を持つ発色剤に着目しまし

た。また、その発色剤を含むインキ層を包

装体の内部に設け、特定のレーザ波長を有

するレーザ光を印字に使用しました。

 その結果、外面フィルムはレーザ吸収性が

ないためダメージを受けることなく、包装

体の内部インキ層に直接印字できることを

見出しました。

　

　今回開発したレーザマーキングインキ

「Elbima Z113」により、包装体の内部に

直接印字することが可能となり、従来インク

ジェット等で問題となっていた摩擦、接触に

よる印字部分の傷、かすれ、油成分による印

字消失といった課題の解決にも繋がってい

ます。本インキは、昨年液体小袋の賞味期

限印字部分に実用化されています。

　本質的に「消えない印字」の特徴を生か

して、食品用フィルム包装材への賞味期限

印刷を始め、改ざん防止、医薬品包装への

コード印刷、フィルム以外の紙器・アルミ包

装材、CDなど記録媒体の改ざん防止印字

など、食品から非食品市場までを含めた応

用が考えられます。

お客様コメント

　㈱ケイパックはキユーピーグループの一員として、ドレッシングなどの調味料小袋を専門に製造販売する仕事
をしております。
　小袋は、食材と一緒にインパックされる事が多く、我グループでは食材に直接触れる部分にインキを使用しな
いようにしております。そこで、可変情報である賞味期限は、活字を押付けエンボス加工を施しておりましたが、
消費者にとって見やすい日付とは謂えませんでした。
　そこで、東洋インキ様と安全で見やすい日付の検討を開始しました。
　印字にレーザーを使用する事に絞込み、この新規インキのご紹介を頂き、2005年秋に商品化にたどり着け
ました。
　振り返りますと、一緒に検討を始めてから3年以上が経っておりました。
　消費者には安心（見やすい・消えない）、安全（インキが触れない）を提供でき、従業員には、溶剤インキによる作
業環境の劣化やメンテナンスの省力化、高速充填に追随できる印字として、業界でも高く評価されております。
　さらに、東洋インキ様には、技術革新をお願いしているところでです。今後、益々の活躍に期待申し上げており
ます。

株式会社 ケイパック

宮下 俊文 様

特集 本業を通したCSR 
包装のトレーサビリティ確保
新しい発想のマーキングシステムにより、食品・医薬品包装の履歴・品質をしっかり表示する
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タマゴインクジェットシステムによるユビキタスIDコード（UCODE）実用化
背景

システムの概要
実用化状況

印字したタマゴ

　東洋インキは、植物由来の天然色素や食

品添加物で構成され安全性の高い「可食

性インキ」を提供しています。最近ではこ

の技術を発展させ、インクジェット方式で

鶏卵の一つ一つに賞味期限などを印字す

る「タマゴジェットプリントシステム」を実用

化しました。

　このシステムは「消費者への安全・安心

な製品の提供」を重視する「生活協同組合

コープさっぽろ」に注目され、ユビキタスID

株式会社も交えた共同開発の結果、ユビキ

タスIDコード（UCODE）という新しい方式

のトレーサビリティシステムの実用化に結

びつきました。

　UCODEは5～8桁の数字でできた鶏卵ご

とに固有なコードです。ロット等を基準にラ

ンダムに変更されるため偽装は困難です。

　生産者がコンピュータネットワークによ

りコードを取得するとランダムな番号が発

行され、タマゴジェットプリントシステムに

より鶏卵に印字されます。

　消費者はタマゴに印字されたコードとセ

ンターに登録された情報を携帯電話やパ

ソコンで照合することにより、生産農場、出

荷日、飼料の内容など、タマゴの品質を正

確・容易に把握することができます。

　今回開発されたシステムは、2005年

12月よりコープさっぽろが販売するタマ

ゴと関係生産者の全量（加工用は除く）に

ついて実用化が開始されています。

　現在、鶏卵については鳥インフルエンザ

ウイルスの問題もあり、消費者からタマゴ

の安全・安心に関する正確な情報の提供が

求められています。

　東洋インキでは、このシステムがこうし

た社会のニーズに応え貢献できるものと

位置づけています。今後、果物・野菜などの

農産物向けや食品包装材料にも展開を検

討しています。

検索画面

お客様コメント

『たまご』×『可食性インキ』×
『Uコード』＝『トレーサビリティ』の
革新的可能性

コープさっぽろ専務理事　
日本トレーサビリティ
協会事務局長

大見　英明 様

日本トレーサビリティ協会
技術顧問

大松　重尚 様

　

　東洋インキが開発した『可食性インキ』
の象徴するものは、インキが食べられると
いう可能性（常識の転換）に尽きます。食
べられないという常識のインキが、食べら
れるということで、食べられるものに文字・
メッセージが書けたらどうなるかという可
能性を作ったわけです。近い将来、すべて
の食べ物の安全性の確保の担保として、
このインキが常識となっていることを確信
しています。

　東洋インキ製造の可食性インキによる食品への
直接印字の可能性は、各方面から幅広い分野への
展開が期待されています。農林水産省の実証試験
でも15年度は可食性インキのインクジェットによ
る鶏卵への直接印字が行われ、16年度は鶏卵へ印
字した数字を携帯電話で読み取り履歴を参照する
技術が実験され印字内容とのICT(Information 
Communication Technologies)技術との接続
が始まりました。17年度はコープさっぽろの自主
取り組みでインクジェット装置にUCODEを試験的
に送り込み印字させるシステムが稼動しました。今
後は、まず国内で導入されている鶏卵のインク
ジェット装置全てについてUCODEで対応すること
が社会的にも要求されていると思われます。

未来への可能性と3つの
出会いに感謝します。　（　　　　　　　　　　）

たまごに印字されている5～8ケタの記
号を入力してご覧いただけます。
たまごに印字されてた5～8ケタの記号
から、パック詰めされた工場、生産農
場、鶏舎、鶏の育成農場、成鶏移動
日、飼育資料、鶏種等の生産情報を
検索することが出来ます。

060802

▼たまごに印字されている 
5～8ケタの記号を入力してください 

▼賞味期限 

検　索 クリア

GPセンター生産者

出荷先（スーパーなど）

スーパー
マーケット

出荷

鶏卵インクジェット
プリンタでのコード印字

タマゴの
ロット管理
情報管理

生産者・GPセンター毎の
トレーサビリティコード管理

コード管理
サーバ

履歴参照

050000
00012345

生産履歴情報

食の安全・安心への貢献①
安全な可食性インキの提供により、先進の食品トレーサビリティシステムの実用化をサポート
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ササ関連製品として家畜飼料用エキスを実用化

■開発の経緯

■家畜用飼料の実用化■ササエキスの効果

タマゴ陳列写真

　近年、家畜を飼養する農場近隣の住宅開

発が進んだ結果、畜舎による臭いが社会問

題となっています。その解決に、東洋イン

キが開発を進めている「ササエキス」が役

立つことが判って来ました。このエキスは

地方自治体からも、非常に注目をいただい

ています。

　東洋インキでは、今まで、ササ関連製品

として、エキスの抗菌・抗ウイルス性を生か

した塗加工製品として、マスクやエアコン

用フィルター素材を販売してきました。

　この中で、エキスの機能成分を分析した

結果、数種のフェニルポロパイド系ポリ

フェノールやイネ科特有のアラビノキシラ

ン（キシロース：アラビノース＝6：1）などの

オリゴ糖が多く含まれている事を見出しま

した。実用化に必要なこのエキスの安全性

について、厚生労働省の健康食品、化粧品

のガイドラインに基づいた安全性試験及

び農林水産省の飼料安全法に基づく試験

を行い、問題ないことを確認できました。

　実際に、鶏や豚の飲用水にエキスを濃度

0.01～0.02%添加して飲ませたところ、

畜舎内の臭気が大幅に軽減されました。

　

　又、餌の食いつきも良くなり、家畜の健

康状態が良好に維持されるという効果も

確認できました。

　2005年8月、農林水産省に対し家畜用

飼料としてエキスを川越製造所で製造す

る届けを提出し、家畜用飼料「リオハーバ

ル 快ちょうシリーズ」の製造・販売を開始し

ました。

　お使いいただいている静岡県掛川市の藤

野養鶏では、エキスを飲用した鶏の産んだ

卵を「クマイササエキスたまご」の名前で販

売しています。味も非常によく、地元の大手

スーパー「遠鉄ストア」でも販売され大変好

評を博しており、人気商品となっています。

　今後、自然の恵みである笹から抽出した

エキスを飼料として全国への販売を進め、

安全で安心な食品を提供する一役を担い、

消費者の皆様に喜んでいただける製品を

提供していきたいと考えています。

お客様コメント

F・T・C化学研究所 所長

若海 忠司 様

　F・T・C化学研究所は永年、水溶性抗菌剤等の研究開発を続けてきております。
東洋インキさんとの出会いは、当社の製品である抗菌スプレー用に天然系の素材を探していた事がきっかけでした。
初めてササエキスの紹介をうけ、大変興味深い素材であると感じました。
　そして、鳥インフルエンザで問題になっている鶏に飲用させることができれば、面白いかもしれないと考え、研究を進
めてきました。現在も鶏をはじめ、牛・豚に飼育現場で飲用実験を進めています。
幸い、鶏では実用化が成功し、卵は一部スーパーで取り上げられました。
又、牛･豚も成長が良く、死亡率が低下し、生育期間が短縮するなどの効果が出ています。
天然素材として、安心して使用できるササエキスに大きな可能性を感じています。

株式会社 遠鉄ストア 富塚店
店長

市川 弘一 様

　東洋インキ様とは、笹マスクの販売で
お付き合いが始まりました。クマイザサ
玉子は第2弾となります。開始当初は5
店舗で200パック程度が、現在は16店
舗1500パックの販売数となっていま
す。固定客も増え、お客様からは、「卵質
も良く、黄身の割合も通常卵より大き
い。臭みがなくコクがあって、玉子本来の
味がしてとてもおいしい」と大好評です。

藤野養鶏

藤野 秀夫 様

　クマイザサエキスを飲用飼育した鶏は、腸の
消化が良くなり発育良好で、また、糞の臭気が半
減しました。体調が良いのか、他のグループより
餌の食い付きが良く、且つ、鶏舎の人の出入り
時に鶏の騒がしさがなくなり、落ち着くようにな
りました。ストレスが緩和されたと実感します。
自然な光、風の中、エキスで育った健康な鶏が
産んだ卵ですので、ナマでも安心して食べら
れます。

鶏400羽（エキス濃度：0.01～0.02％）

臭気の低減効果

1 13 19 37 45
水 エキス

6
5
4
3
2
1
0

臭気スコア

投与日数（日）

特集 本業を通したCSR 
食の安全・安心への貢献②
消臭性と健康増進効果を兼ね備えたササのエキスを家畜飼料に展開



7

色覚ユニバーサルデザインツールの展開

1．東洋インキのユニバーサル
　デザインへの取り組み

2．色覚のタイプによる見え方の違い

3．2つの色覚UDツール

5．今後の可能性

4．市場における高い評価

　ユニバーサルデザイン（UD）とは、国籍、

年齢、性別、身体の状況、等に関わらず、で

きる限り多くの人々が利用可能なように、

製品、サービス、建物、環境などを設計する

考え方を言います。

　東洋インキは、色彩

に関する技術・色材メー

カーとしての強みを生

かせるUDの分野として

「色覚への対応」を取り上げ、誰もが快適に

暮らせる社会の実現をお手伝いしていこう

と考えています。

　人間の色覚は5つのタイプに分類されま

す。その中で、従来「色盲」「色弱」と呼ばれ

てきた色覚タイプの人々が、日本国内に約

320万人存在します。特に男性では5％

（20人に1人）の確率で存在するとされて

います。これらの色覚タイプは、一般的に

「色自体の見え方が異なる」と同時に「特定

の色同士が判別しにくい」という特性を

持っています。

　こうした見え方の違いの問題を、特別な

知識、技能が無くとも解決可能とすること

を目標に2つのツールを開発し、ウェブサ

イトを通じて広く提供しています。

■1つ目が、豊橋技術科学大学情報工学系 

中内茂樹助教授と共同で開発した独自

の色変換技術により、色覚別色の見え方

のシミュレーションと判別しづらくなる色

の組合せの特定、そして判別可能な色へ

の変換可能な「シミュレーション＆色変

換」ツールです。

■2つ目が当社の色見本帳「COLOR  

FINDER」、マーキングフィルム「ダイナ

カル」との組合せで色覚に配慮した配色

を簡単に作成できる「CFUD」ツールで

す。色覚障害を考慮したデザインをする

際に、どのような色をどのように配色し

たらよいのかを、あらかじめ確認しなが

ら作業を行うことができるカラーパレッ

トソフトウェアです。

　また、ダイナカルは現在、世界的にみ

ても色覚UDに対応可能な唯一のマーキ

ングフィルムとして注目されています。

　現在2つのツールは累計600本が市場

で利用されており、その分野も地方自治体

等の公共関連から、各種メーカー、印刷、サ

イン関連、交通機関、NPO団体など多方面

にわたります。こうしたツールは世界でも

類が無く、ユーザーからは高い評価を得て

おり、実際に浜松市役所、豊橋市役所、東京

大学構内案内図（写真）などで使用実績も

出てきています。

　

　色覚問題に対する対応も今年に入り、交

通バリアフリー法への色覚対応への勧告

（バリアフリーの推進に関する行政評価・監

視）、JISS0033「高齢者・障害者配慮設計

指針－視覚表示物－年齢を考慮した基本色

領域に基づく色の組合せ方法」の発行な

ど、その需要はますます増大すると予想さ

れます。

東大案内図

お客様コメント

NPO法人CUDO
（カラーユニバーサル
　　　　　　デザイン機構）

理事長　武者 廣平 様

　東洋インキのUdingシミュレーターは、米国製ソフトのVisCheckと同様に「色弱者の色空間を具体的に視覚体感できる
もの」です。特にUdingはよりデザイナー寄りというか、具体的なクリエイティブ作業に非常に使いやすいソフトです。例えば
サインデザインやパッケージデザイン等の作業中に元図とデザイン中のものとを画面上で瞬時にシミュレーションし、注意す
べき色彩エリアを強調として分かりやすく示してくれることは、非常に安心且つ効率的です。　
　しかしVischeck同様、Udingシミュレーターも強度の色弱の見え方のみをシミュレートするもので、個人差が大きい軽度
の色弱の場合の見え方は現時点ではフォローしていません。またソフト内で使用されている危険色と言う言葉は、我々
CUDOで使用している混同色と言う表現の方が適切な気がします。
　とは言え、色弱者の特性を非常に簡単に一般色覚者、特にデザイナー側に理解しやすく作られている点は高く評価できま
すし、それによって制作側の色弱者側に対する配慮を促す効果を期待しております。
　最後に、デザイナー御用達のプラットフォームであるMac版を開発して戴きますことを切望しております。

快適な生活に欠かせない色の見え方・判別しやすさをサポート
色彩技術を生かし独自のユニバーサルデザインツールを開発
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3R推進功労者等表彰で
経済産業大臣賞を受賞

東洋MPエコサイクル（TME）
システムとは

TMEシステムとCSR

環境大臣賞受賞

3R推進功労者表彰式

「エコプロダクツ2005」における展示

　オフセットインキの容器の大半はドラム

缶ですが、通常ドラム缶の更生（一度使用

されたドラム缶を、内部洗浄や再塗装を

行って再使用すること）には、大量の溶剤、

洗剤、水が使われ、これらは産業廃棄物と

して処理されています。また、ドラム缶に

残ったインキ（残肉）の処理も大きな問題

となっていました。

　東洋インキは、（株）アップコーポレー

ション、JFEコンテイナー（株）と共同で、オ

フセットインキ缶リサイクルシステム「東洋

MPエコサイクル（TME）システム」を開発

し、ドラム缶更生時の洗浄工程をなくすこ

とによって環境負荷低減とコストダウンを

実現したドラム缶のリサクルシステムを完

成させました。

　TMEシステムは、オープンドラム缶に厚

さ約0.23mm、重さ約3.5Kgの薄手のブ

リキ製カートリッジを内装した「エムピー®

ドラム缶」をオフセットインキの容器として

使用するもので、使用後は内容物に直接触

れる内装缶のみを脱着・交換することに

よってドラム缶のリサイクルを容易にし、通

常のドラム缶更生時に発生していた洗剤・

溶剤等の廃棄物を大幅に削減しました。ま

た、内装缶や残肉を建設資材（丸棒）やセメ

ント助燃材として再資源化しました。

　リデュース・リユース・リサイクル推進協

議会が実施した「平成17年度リデュース・

リユース・リサイクル（3R）推進功労者等表

彰事業」において、東洋インキが、（株）アッ

プコーポレーション、JFEコンテイナー

（株）と共同で応募したTMEシステムが経

済産業大臣賞を受賞しました。この事業

は、3R推進に率先して取り組み、継続的な

活動を通じて顕著な実績をあげている事

業所等を表彰することによって、3R事業の

促進と意識の高揚を図ることを目的とした

もので、応募にあたっては、（社）日本化学

工業協会の推薦を受けました。

　また、TMEシステムは、第2回エコプロ

ダクツ大賞において、エコサービス部門の

エコプロダクツ大賞推進協議会会長賞（優

秀賞）も受賞し、「エコプロダクツ2005」

においても展示を行いました。

　（株）アップコーポレーションが、エムピー®

ドラム缶の「リターナブル容器・包装資材」と

してのエコマーク認定（認定番号：

06121001）を取得したのに伴い、東洋

インキはTMEシステムの容器をエコマー

ク認定のエムピー®ドラム缶に切り替えま

した。また、これまで内容物の色によって4

色に色分けしていたドラム缶の外装色もグ

レー1色に統一しました。

　これらのTMEシステムにおける新たな

展開によって、インキユーザーのグリーン

調達に貢献すると同時に、総合的なコスト

ダウン効果も期待でき、これは、昨今の原

料・輸送コスト高による影響を最小限に留め

ることに貢献できるものと考えています。

　TMEシステムは、「原料の調達から製品

供給に至る工程の効率の向上」を目指す東

洋インキのサプライチェーンマネジメント

（SCM）の中から、ドラム缶の製造・回収・更

生業者も巻き込んで誕生した仕組みです。

　東洋インキは、今後も「正確な情報に基

づき、過剰在庫などモノの滞留を抑え、適

正な量の製品をできるだけ短時間かつエ

ネルギーを使わずに供給する」サプライ

チェーンを通して、より一層の省エネ・省資

源の社会的責任を果たします。

　これまでの取り組みの集大成として、資

源循環型社会を促進することを目的とした

「ウエステック大賞2006」において、環境

大臣賞を受賞しました。

※エムピー®は（株）アップコーポレーションの登録商標です。

エコマーク認定容器への
切り替えと外装色の統一

エコマーク認定容器

ウエステック大賞2006表彰式

特集 本業を通したCSR
東洋MPエコサイクルシステムが大臣賞受賞
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コーポレートガバナンス体制、CSR推進体制

コーポレートガバナンスとCSR推進

　東洋インキグループはCSR経営の実

践のため、上図のとおりコーポレートガバ

ナンス体制の中にCSR推進体制を組み

込み、経営トップを委員長とするCSR委

員会を設けています。具体的にはCSRに

関わるあらゆる活動において計画策定・推

進・フォローを実施する委員会とし、その

専門部会としてコンプライアンス、リスク

マネジメント、環境・安全の3つの分科会

を機能させ、コーポレートリスクに関する

対応をさらに強化しています。

　2004年6月より、経営における意思決

定の迅速化と、業務執行に対する監督機

能強化を目指して、執行役員制度を導入

しています。

　当社における社外取締役および社外監

査役の選任状況は、2006年6月30日現

在、取締役19名のうち社外取締役2名、

監査役5名のうち社外監査役3名となっ

ています。

　当社は監査役制度を採用しており、監査

役による取締役の職務遂行の監査を実施

しています。監査役は、取締役会のほか重

要会議にも常時出席し、取締役の職務執行

を充分に監視できる体制となっています。

　コーポレートガバナンスの充実の取り

組みを実施しています。

　2005年度は取締役会は12回開催し、

法令で定められた事項や経営に関する重

要事項を決定するとともに、業務執行状

況を監督しています。また、グループ経営

会議は23回、最高執行会議は5回開催し

ています。さらに事業単位の経営課題お

よび戦略強化を目的とした討議機関とし

て事業執行会議を新設し、2005年度に

4回開催しております。

　2006年1月には、新会社法に対応す

る内部統制環境の整備を目的としたプロ

ジェクトをスタートさせ、全社レベルで内

部統制の適正運用を進めるための体制を

整えました。

　また、2006年5月開催の取締役会に

おいて内部統制システム構築の基本方針

について決定し、業務の適正を確保する

ための業務執行体制および監査体制を決

議しました。

　2006年3月には監査室を6人体制に増

強し、年間計画による内部監査を実施し、

業務改善に向けた具体的な助言・勧告を

行っています。

株主総会

会計監査人

グループ経営会議

最高執行会議

取締役会
社内取締役
社外取締役

代表取締役

執行役員

監査役会
社内監査役
社外監査役

・事業活動が適法かつ適正である
かを検証・監査する部門

・CSRに関わるあらゆる活動
において計画策定・推進・フォ
ローを実施する委員会

・リスク発生の未然防止とリス
ク被害の軽減策を促進する
分科会

監査室

選任・解任 選任・解任 選任・解任

選任

連携

連携

監査・連携

監督

社
外
弁
護
士

CSR委員会

コンプライアンスオフィス
（社内窓口・社外窓口）

リスクマネジメント分科会

・グループとしての環境マネ
ジメントシステムを推進する
分科会

環境・安全分科会

・経営に関する法令順守と企業
倫理確立を推進する分科会

コンプライアンス分科会

・経営重要事項および取締役会に付
議すべき法定事項の取締役会に準
ずる協議機関

・事業本部単位の業績および経営課
題の進捗報告と戦略の討議機関

事業執行会議

・事業単位の経営課題
・戦略の討議機関

コーポレートガバナンスの充実

コーポレートガバナンスの
実施状況
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　東洋インキグループのコーポレートガバナン
スの基本となる経営の枠組みは、経営基本方針
を頂点とし、社会的責任への取り組み姿勢を明
確にしたCSR憲章およびCSR行動指針からな
る「価値体系」と、価値実現のための実践ガイド
ラインとなるビジネス行動基準からなる「行動
規範体系」で構成されています。

　私たち東洋インキグループは創業以来、事業と製品・サービスを通じて顧客・社員・社会における生活文化を創造す
ることを目指し、常に社会と共存し、信頼を得、企業グループとしての責務を果たすことを最優先に取り組んでまいり
ました。
　今、私たちは、自身が化学製造業を中核とする企業グループであり、社会に大きな影響を及ぼしうることを十分に再認
識し、その上であらゆるステークホルダー（利害関係者）との良好な関係を構築・維持すべきであると考えます。そのた
めには、ステークホルダーと同じ視点で自身の企業活動を評価し、経済・社会・人・環境の側面においてバランスの取れた経
営を遂行することこそが、企業としての有形・無形の価値を形成し、社会的責任を果たすための最重要な課題であると
位置付けます。
　東洋インキグループは、今後も公正かつ自由な競争を継続しながらも、未来における文化的かつ幸福な社会の実現に
一層の寄与ができるよう努めます。

● 製品・サービスを通じた「価値」の提供
　市場に対する新たな「価値」を創造し、人々の生活の質の
向上、文化の発展および地球環境の改善に寄与する製品・
サービスを提供することで、お客様とその先にいる消費者
に向けて、最高の信頼と満足をお届けするよう努めます。

● 至誠を追求した事業活動
　原料調達から製品販売にいたるすべての事業ステージ
において、公正かつ適正な取引を行い、誠実を旨とした事
業活動に努めます。その活動を通し健全な利益を生み出
し、株主をはじめステークホルダーに還元します。

● 積極的なコミュニケーションと情報開示
　様々な企業活動側面において、広く社会とのコミュニ
ケーションを促進し、経営全般の情報を積極的かつ公正に
開示します。

● 社会貢献活動への取り組み
　社会的な価値のある生活文化の向上に奉仕すべく、本業
を基盤とした社会貢献を行うとともに、地域との共生を目
指した良き企業市民としての社会貢献活動を推進・支援
します。

● 地球規模の環境保全の推進
　すべての事業活動において環境負荷の低減に尽力し
ます。また地球規模の環境問題を自身が担うべき最大の
課題と捉え、その保全・保護に積極的に取り組みます。

● コンプライアンスの徹底
　国内・海外各国の法令はもちろん、国際条約や地域の社
会規範を遵守し、高い理性と良心と倫理観とに基づいた判
断と行動の徹底に努めます。

● 理想的な企業統治の構築
　経営環境の変化やリスク管理に対して、より機動的かつ
柔軟に対応できるグループ連峰経営体制を構築し、「社会か
ら求められる企業の姿」を実現できる経営を目指します。

● 快適で自己実現のできる職場環境の醸成
　社員一人ひとりの個性と人格を尊重し、自主性と能力を
十分発揮できる、働きがいのある、安全な職場環境づくり
に努めます。国内・海外を問わず、人権を尊重し、差別のな
い労働環境を形成していくとともに、児童労働・強制労働
など人道に反したことを認めません。

価
値
体
系

経営
理念体系

CSR憲章･行動指針 TIGビジネス
行動基準

行動規範体系

経営哲学・経営理念・行動指針

現在の方針・活動等
情
報
開
示

個
人
情
報
保
護

人
事
施
策

人
材
開
発・能
力
育
成

労
働
安
全
衛
生

リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

ガ
バ
ナ
ン
ス

コ
ー
ポ
レ
ー
ト

基
本
方
針

環
境・安
全

CSR憲章・CSR行動指針

コーポレートガバナンスとCSR推進
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2006年度東洋インキグループCSR活動方針

　東洋インキグループは、CSR元年と位置づけた2005年度より、コンプライアンス活動の推進、リスクマネジメント活動の充実、環境・安

全活動の強化、社会貢献活動の実践の4分野に関わるCSR活動方針を掲げ実践に取り組んだ結果、それぞれのページでご紹介するような

進捗が得られました。

　2006年度は、これらのCSR活動方針を踏襲・継続し、実践活動の更なる充実・強化を図ります。

社会性報告

2006年度東洋インキグループCSR活動方針

1.CSRを基盤とし、東洋インキグループのコンプライアンス活動を推進・深耕する。

●内部統制・CSRの整備に向けたコンプライアンス活動を推進する。
●コンプライアンス抽出課題のフォロー、課題解決への理解と取り組みを充実させる。
●海外コンプライアンスを展開整備する（極※主体の運営に向けた、国際本部・極社との連携）。
　※極；東洋インキグループのグローバルマネジメントで5極体制（アメリカ、ヨーロッパ、中国、アジア、日本直轄）

コンプライアンス活動の推進・深耕

2．多様なリスクを十分に察知・把握し、全社的リスクマネジメント活動の充実を図る。

●新たなリスクの発見と、リスク対策の実施により、経営のリスクマネジメント機能をサポートする。
●リスクマネジメントシステムを構築し、各部門に展開・定着させる。
●リスク情報の蓄積により、ノウハウの有効活用を図る。

リスクマネジメント活動の充実

4．企業の事業活動を基盤とし、健全で持続可能な社会作りのための社会貢献活動の実践により、
　地域社会とのコミュニケーション・共生の実現を図る。

●各拠点規模で行われてきた地域社会との交流をさらに密にするとともに、企業規模で支援していく。
●教育・地域社会活動・環境保全の3領域をターゲットとした活動・活動組織への支援を行う。

社会貢献活動の実践

3．全社的な環境・安全活動を深化させ、より高度な実績を挙げる。

●環境ビジネスの創出を目的として、環境調和型製品の開発・販売を促進する。
●環境負荷を低減すべく、地球温暖化、環境汚染防止、ゼロエミッション等を実行する。
●操業安全と製品安全の両面において、安全確保のための諸活動を実行する。

環境・安全活動の深化

CSRガイドブック

　東洋インキグループの全社員が共通した

CSRへの認識を持てるようになるために、

2005年10月に、社員向けに東洋インキグ

ループのCSR取り組みの考え方を解説し

た「CSRガイドブック」冊子を発行し、パート

社員や派遣社員を含む全社員に配布しまし

た。この冊子では、CSRについての基本的

な概念の説明から、当社のCSR憲章および

行動指針、そしてCSR推進のための社内体

制について詳しく解説しています。

社内への啓蒙活動　
～CSRガイドブック発行～
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1．東洋インキグループにおける
 コンプライアンス活動の位置付け

2．基本的な運用体制 4．06年度の活動目標

社
会
性
報
告

社会性報告

コンプライアンスの取り組み

CSR経営の推進とコンプライアンス
　東洋インキグループでは、CSRへの取り

組みの1つとして、コンプライアンス活動

を位置付けています。

　コンプライアンス活動の定義は、単に法

令や社会規範を含むルールを順守すると

いう活動を超えて、価値の創造に向けた活

動と考えています。

　言い換えれば、東洋インキグループが追

求する価値（倫理規範としての経営哲学・

経営理念・行動指針の3要素からなる「東洋

インキグループ経営方針」）を実現するた

めに、グループ全体に倫理・法令順守の風

土を定着させていく活動です。

　一般消費者を含む顧客・市場や、環境へ

の配慮、社会貢献、倫理・法令順守、社員の

個の多様性尊重などの社会的責任を果た

していくことによって、企業集団としての持

続可能な発展が確保できるとの認識を持

ち、グループをあげてCSR活動へ取り組ん

でいます。

　東洋インキグループのコンプライアンス

活動は、このCSRの考え方をグループの

個々人が強く意識し、主体的、意欲的に取

り組むことを目標にしています。

　CSR行動指針の中でも、「国内・海外各

国の法令はもちろん、国際条約や地域の社

会規範を順守し、高い理性と良心と倫理観

とに基づいた判断と行動の徹底に努める」

ことを宣言しています。

（1）コンプライアンス分科会（2003年4

月発足）が統率を図りながら、各拠点

に配置されたコンプラリーダー（05

年度は、全国で127名）が旗振り役と

なって、活動を実施しています。

■特に、コンプラリーダー制度は、各拠

点での日常業務遂行の中での具体

的な取り組みなしに、コンプライアン

スの風土が、真に定着することはな

いとの考えに基づいて導入、運営し

ているものです。

（2）コンプラリーダー会議の開催

他社コンプラ違反事例や、重要な法

改正についての情報提供等、コンプ

ラリーダー育成を主眼として年2回

開催しています。

（3）コンプラ強化月間（毎年11月開催）

コンプラリーダー主催の拠点ミーティ

ングを開催し、各拠点でのコンプラ重

要課題を抽出し、その対処方法等につ

き部門全員で話合う機会を持ってい

ます。

（4）コンプラ教育の実施

新入社員時、幹部昇格時、海外赴任時

等の際に、定時的なコンプラ教育の機

会を確保しています。また、独占禁止

法や下請法の講習会等、必要性の高

い部門にタイムリーな教育を実施し

ています。

（5）コンプラ監査の実施

「誠実な組織を作る」という目的で、

毎年テーマを選定し、例えば部門で

の自己チェックによるアンケート方

式により問題点を抽出し、改善指導

を実施していくことで、グループ全体

でのコンプライアンスの取り組みを

確かなものにしようと、地道な活動

を行っています。（昨年度のテーマ

は、「下請取引」と「情報の適正な活

用」）

（6）コンプライアンスオフィス

相談窓口としての「コンプライアン

スオフィス」は、違法行為を含む「東

洋インキグループビジネス行動基

準」から逸脱したり、逸脱の懸念があ

る場合に、そのような行為を発見し

た社員が、速やかに通報できる仕組

みです。社内窓口と社外窓口（弁護

士事務所）を設け、社員の相談のしや

すさにも配慮しています。2005年

度もコンプライアンスに抵触する内

容の相談はありませんでした。

発足1年目（03年度）
　グループ社員（関係会社、派遣やパート

を含む）のコンプライアンス意識を深め、コ

ンプライアンス体制の基盤づくりのため、

全国の事業所・関係会社において、「なぜ、

コンプライアンス活動をするのか。」という

説明会等を開催しました。また「企業倫理

ヘルプライン」（相談窓口「コンプライアン

スオフィス」）の再整備を行いました。

2年目（04年度）
　グループ社員がよりコンプライアンスの

問題を身近にかつ実践的に考えられるよう

に、Q＆A形式の「コンプライアンス事例集」

を作成し、グループ社員に配布しました。

3年目（05年度）
　法改正により運用が変更・強化される「改

正独占禁止法」の講習会を全国の営業拠

点で実施しました。（20拠点、384名参

加）また、「コンプライアンス事例集」の追

加版を配布しました。

　①内部統制・CSRの整備に向けたコンプ

ラ活動の推進

　②コンプラ抽出課題のフォロー、課題解

決への理解と取り組みの充実

　③海外コンプラの展開整備（極主体の運

営に向け、国際本部・極社と連携）

3．これまでの主な活動状況

コンプライアンス強化月間ポスター
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リスクマネジメントの目的

基本方針

リスクマネジメント活動の充実

　当社のリスクマネジメント活動は、

2005年度よりCSR委員会の中のRM（リ

スクマネジメント）分科会において推進し

ています。

　推進機関であるRM分科会と、実施機関

であるRM小委員会で構成し、下記の目

的、基本方針を踏まえ、全社的なリスクマ

ネジメントシステム確立にむけた運営体制

をとっています。

　東洋インキグループのリスクマネジメン

トでは、可能な限りリスクを事前に予知し未

然防止を図ると共に、危機に発展した場合

に社会的損失を最小限に止めるためにさ

まざまな活動を行います。

　こうしたリスクマネジメントを適切に運用

することで社会的責任を果たし、ステークホ

ルダーの信頼が得られる様、東洋インキグ

ループに求められる社会の良き一員として

の存在に答えることを目的としています。

1．東洋インキグループビジネス行動基準

に準拠する。

2．リスクを未然に防止するための平常時の

活動を重視する。

3．現有組織及び諸制度に組み込まれた危

機排除機能を有効に活用する。

4．重大リスクのカテゴリーごとにリスク対

策組織を編成して対応する。

1．RM分科会

　リスクマネジメント規程に基づき、リス

クマネジメントを組織的に実行していく

ための手順を示したRMテキストを作成

し、各部門でのリスク対策の実施内容を

明確にしました。

　また、全社的なリスク調査結果をもと

に、各部門にて対応リスクを選定しても

らい、各部門の年度方針に組み込んで、

具体的なリスク対策を推進してもらうよ

う周知しました。

2．新67コミッティ（地震対策）

　地震対策に関する基本方針を策定し、

震度5以上の地震が発生した場合の人

的・物的被害を防止、最小化するため、各

事業拠点が実施すべき地震対策の基本

方針を定めました。

　指針に基づき、各拠点で設備の耐震

対策、安否確認、報告体制の充実を図っ

ています。

　当社の地震対策は、発生可能性の高い

東海地震を想定し、緊急対策本部を編成し

実践的な検討を行っています。

　2005年5月「緊急対策本部マニュア

ル」に基づき、地震発生時にマニュアルに

定めた行動がとれるよう、緊急対策本部の

訓練を実施しました。

　訓練では、緊急対策本部の設置と運営、

被災地現地対策本部との連携、被害情報

の収集、情報の発信などの訓練を実施しま

した。

　本番さながらの訓練を通じて、本部の体

制やマニュアル、インフラなどの細部にわ

たり、強化すべき部分を確認しました。

3．海外RMコミッティ

　海外グループ会社に対し、エコロジー

センター、SCM本部による環境安全監

査を、また監査室による業務監査を実施

し、各拠点の操業安全確保にむけ、現地

にて改善対応を徹底しました。

　また駐在員、出張者に対する海外渡

航、安全確保に係わる情報を提供し、注

意喚起を行いました。

4．アスベスト小委員会

　アスベストによる健康被害が社会問

題化したことにともない、その対応策を

検討するため、アスベスト小委員会を緊

急に設置しました。

　当社グループの全世界の拠点の建築

物に関して、建築材料としてのアスベス

ト使用状況について詳細な調査を行い

ました。

　調査の結果、アスベストが建築材料と

して使用され、飛散の危険性の高い建物

については、除去作業等を実施しました。

　調査結果は、今後も適切にデータ管理

し、建築物の改修、解体時に適切な処置

がなされるよう継続指導します。

RM分科会の構成図（2005年度）

RM運営委員会

事務局 総務部

新67コミッティ

情報セキュリティオフィス

海外RMコミッティ

倒産リスク小委員会＜役割＞
①新しいリスクの発見と対応
②緊急時対応システムの構築
③リスクマネジメントシステムの確立と定着
④各部門のリスクマネジメント活動のサポート
⑤複数部門に関連するリスクへの対応

2005年度の主な活動

＜構成＞
RM担当役員・総務部長・法務部長・
エコロジーセンター長・監査室長・
情報システム部長・国際本部管理部長
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社会貢献活動

　ビジョン「テイクオフ 2007」では、社会

に対し「地域や社会と共生し、よき市民とし

て活動しよう」を行動指針に掲げていま

す。第一歩として、1994年に地域社会活

動の枠組みを設定し、事業所ごとに一歩一

歩地道な活動を積み重ねてきました。

　1998年には「東洋インキグループビジ

ネス行動基準」を作成し、社会貢献を社員

の行動基準として明示すると共に、社内の

表彰制度に社会貢献活動を加え、奨励して

います。

　東洋インキグループは、事業を通じて社

会に貢献すると共に、社会を構成する「良

き企業市民」としての役割を自覚して、社

会活動にも積極的に参加する。

（1）東洋インキグループは、自らが地域

社会の一員であることを認識し、地

域社会の活動への参加、協力を積極

的に行い、ともに発展していくように

務めます。

（2）東洋インキグループは、社会ニーズ

に対応するため、事業で培ったノウハ

ウを活かした社会活動を行います。

（3）東洋インキグループは、社会貢献活

動を重んじる企業風土を醸成するた

め、社員のボランティア活動を積極

的に奨励、支援します。

　企業の事業活動を基盤とし、健全で持続

可能な社会作りのための社会貢献活動の

実践により、地域社会とのコミュニケー

ション・共生の実現を図る。

（1）地域社会の活性化・発展への寄与

（2）教育・文化発展への寄与

（3）地域環境保護活動への寄与

インターン学生の受け入れ
研修実施

キッズISO普及事業への協力 JICA研修の受け入れ

中国で学生への資金援助

社会貢献活動の実践

　東洋インキは、「東京都のキッズISO 

14000プログラムの普及事業」に協力し

ています。「キッズISO 14000プログラ

ム」は、国際芸術技術協力機構（ArTech）

が開発し、国内、および国際的に展開して

いる環境教育プログラムです。

　アメリカ・ジョージア州アトランタの

LioChem社では、社会貢献プログラムの

一部として、2年前から地元の大学のイン

ターン学 生を受け入 れて います 。

LioChemはこの2年間で6人のインター

ン学生を会社のプロジェクトに参加させ、

評価を行っています。

　大学のエンジニアリング技術の学生は、

最後の1年間の間に会社のプロジェクトで

16週間働くことを義務付けられています。

　インターン学生はこの16週間の研修中

も、終了時点もレポートが義務付けられ、

大学のみならず会社も評価をします。成績

に反映されるため高いモチベーションを

もって仕事に取り組んでいます。また、会社

にとっても従業員では分からなかった問題

も明確にでき、改善につながっています。

　中国の珠海東洋油墨有限公司では、貧し

い学生のための資金援助を行っています。

　これは、珠海市台商投資企業協会を通

じ、教育局に送金し、教育局が貧しい学生に

資金援助するものです。

　2005年度は10月に珠海東洋油墨有限

公司は3万人民元を送金しました。

　2006年6月12日から7月21日にかけ

て、JICAの「化学産業における環境管理技

術研修」が実施されました。これは、海外の

政府関係の研修員を日本に受け入れ、日本

の法律や行政施策、大学や研究機関での開

発技術や企業における環境対策、環境管理

技術などを学ぶものです。

　富士製造所では、7月12日にこの研修の

一環として、5ヶ国、7名の研修員を受け入

れ、東洋インキや富士製造所での環境活動

の取り組みの説明や、工場見学などを行

い、研修に協力しました。

JICA研修時の工場見学
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地域・社会とのコミュニケーション

　東洋インキでは、行動指針の1つに「製

品と環境・安全に関する情報の積極的な提

供とコミュニケーションを図り、お得意様、

地域社会及び生活者の環境・安全・健康の

向上に努めます」という方針を定め、

PRTR制度の制定以前から、化学物質の

使用量・排出量を（社）日本化学工業協会に

報告しています。また、2003年5月には

「化学物質リスク管理規則」を施行して独

自の使用禁止物質、使用制限物質を定め、

化学物質の適正管理を進めています。更

に、川越製造所を中心にしたリスクコミュ

ニケーションを展開しています。

　このような活動が評価され、このたび

「PRTR大賞2005」の優秀賞を受賞しま

した。今後は、化学物質管理の目標を達成

するための具体的な計画の策定や、リスク

コミュニケーションの他事業所への水平展

開を推進していきます。

　東洋インキは、2003年1月22日、さい

たま西部ダイオキシン公害調停を進める

会（現在は埼玉西部土と水と空気を守る

会）と、川越製造所の焼却炉の2006年3

月31日までの廃止等に関する公害調停を

締結しました。

　公害調停に基づき、焼却炉の見学・土壌

のサンプリング、焼却炉周辺の汚染土壌対

策、排出ガス中の重金属測定等を実施しま

した。また、2005年12月の焼却炉廃止

に伴い、焼却炉解体工事に関する事前説

明、解体工事の現地見学を実施しました。

「PRTR大賞2005」
優秀賞を受賞

川越製造所焼却炉に関する
公害調停への対応

優秀賞の賞状

見学会

川越製造所及び施工業者による説明

埼玉西部・土と水と空気を守る会

山田　久美子 様

東洋インキ川越製造所との公害調停後の経過について

東洋インキ川越製造所との公害調停成立後のやりとりは、廃棄物焼却炉を持つ47社に対して当会が行なっ
た埼玉西部ダイオキシン公害調停における、大きな成果であると感じています。焼却停止と炉の撤去の確
認、敷地内土壌調査への協力、汚染の疑いが生じた場合の住民との協議など、調停条項に沿って具体的に計
画や日程を説明され、可能な限り前倒しで、誠実かつ積極的に進めていただきました。
　第1次土壌調査において焼却炉周辺で基準値以上の鉛が検出された際には、さらに詳細な第2次調査計
画として、表面土壌については敷地をメッシュで区切って行ない、汚染の強い地点は垂直方向のボーリング
調査をするとのことで協議しました。また、採取した土壌はその場でよく混和して2等分し、各々の分析機関
に依頼するなど、条項通りのクロスチェックもできました。炉撤去・汚染除去工事への立会いの実現と確認な
ど、企業と住民との関係のあり方における、ひとつのモデルケースと言えるのではないかと思います。
2006年6月
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地域との共生

社会性報告

　富士山の山麓に位置する富士製造所で

は、2005年12月、自然を模した庭園「ビ

オガーデン」を完成しました。今回は、生活

環境の改善と生物多様性への配慮を目的

に、身近な自然を見直し従来の造園・園芸

手法を取り入れたビオガーデン作りを目指

しました。取り組みにおいては、富士山の豊

富な伏流水を活用し、緑地帯整備と近隣住

民・社員の憩いの場となるようにつくられま

した。

　設置費用は、県の機関である「静岡グ

リーンバンク」とタイアップし、メンテナン

スは事業所周辺に在住の東洋インキOBの

方々による協力を得て目処を付けました。

　また、2006年3月には、「再生と共生の

庭」をテーマに、富士市環境保全課の主催

で見学会が開かれ、設計を手掛けた静岡グ

リーンサービス代表の櫻井淳さんによる講

演会も行われました。

　火山灰土を活かして造られた1,200m²

のビオガーデンにはメダカ放流され、ホタ

ルの生息も期待されています。

　埼玉製造所自衛消防隊は、10月24日に

埼玉県川越市水上公園で開催された第

20回・平成17年度消防操法競技大会に参

加しました。普段の消防活動の技能向上を

目的に開催された大会では、合計29チー

ムが日頃の成果を競い合いました。埼玉製

造所の2チームは、それぞれ「屋内部門・優

勝」、「屋外部門・3位入賞」の表彰を受けま

した。

　琵琶湖湖南の自然環境が豊かな場所に

位置する守山製造所は、田んぼの地権者と

の共生に取り組んでいます。月1回は製造

所全員が一斉草刈を行い、その合間は総

務課員が随時行っています。早めに草刈を

行い、田に草の種や虫が飛ばないようにす

ること、田に面する駐車場の水銀灯も稲の

発育を妨げるため、片側はすべて消灯する

こと、などきめ細かい工夫もしています。ま

た、2005年6月には、湖南・甲賀環境協会

の会員として実績を残してきた同製造所の

伊藤正史社員が表彰されるなど、個人の取

り組みも進んでいます。

　台湾では、毎年旧正月明けの旧暦1月

15日に提灯祭を行います。この祭は、各都

市が、毎年メイン会場を持ち回りで行い、

2005年は、台南市がメイン会場となり、

陳総統をお招きして盛大に行われました。

当社も会場の雰囲気を盛り上げる為の寄

付と、従業員全員参加で盛り上げ、台南市

長より表彰状を頂きました。

　国内外各地の事業所において、学生の

社会学習参画に協力しています。

　関西支社寝屋川センターでは、公的活動

｢産・官・学交流会｣の一環として2002年

10月に始めた府立高専の工業化学科1ク

ラスの工場見学に始まり、2006年まで、

毎年1名のインターシップ受け入れを続け

ています。今年も、東洋カラーテック寝屋

川事業所及びグラビア技術サービスグル－

プの協力のもと、1名（女性）へ実施証明書

を発行しました。東洋インキでの学習体験

の感想を聞いたインターシップ終了アン

ケートにおいて、「雰囲気がとてもよい職

場環境だと思います。インキについて少し

興味があったので、実習は意欲的に取り組

むことができました」とのコメントを得てい

ます。

　東洋モートン埼玉工場では、平成13年

度から毎年地元の埼玉県滑川中学生を受

け入れ、社会体験学習の実施に協力してい

ます。実習中には担任の先生が直接工場を

訪問され、生徒達の体験実習の様子を観

察する姿が印象的でした。

富士地区　ビオガーデン完成

消防操法競技大会で優勝

守山製造所における
地域との多様な取り組み

ランタンフェスティバル市長表彰

学生の社会学習機会を提供
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株主・投資家の皆様とのコミュニケーション
東洋インキのIR活動

株主の皆様との
コミュニケーション

　東洋インキでは、ステークホルダーであ

る株主・投資家の皆様と積極的なコミュニ

ケーションを図るためIR活動（Investor 

Relations；投資家向け広報）に力を入れ

ています。これは、株主・投資家の皆様に対

しての説明責任を果たすとともに、グルー

プの企業価値を適正に評価していただくた

めでもあります。活動の主な内容は、中間

および期末決算発表後に行う決算説明会

と、証券アナリストや投資家の方と個別に

行うIRミーティングです。

　決算説明会については、2005年11月

に中間決算説明会を、2006年5月に期末

決算説明会を開催しました。これには約70

名の投資家、証券アナリストそして報道メ

ディアの方が出席されました。この場では

決算結果の報告や次期の計画だけでなく

R&D活動の進捗状況や中期経営計画につ

いての説明も行いました。

　これは、当社の研究開発や中長期的なプ

ランの説明を通して東洋インキグループに

ついての理解を深めてもらうことを狙って

います。

　なお、これらの説明は社長、IR担当専務

といった経営トップより分かり易く行ってお

り、さらに質疑応答では副社長および財務

担当役員も加わり、専門的な質問に対して

も丁寧な応対を実施しています。

　これにより経営トップから直接的に投資

家の方へメッセージを発信するだけでな

く、投資家の方からの意見を賜る場として

も決算説明会を役立てています。また、こ

の説明会で用いた資料については、即日

ホームページ上に公開し、フェアディスク

ロージャー（公平開示）に努めています。

　証券アナリストや投資家の方との個別の

IRミーティングについては、決算発表前の

沈黙期間を除き年間を通じて行っていま

す。2005年度は約120件、延べ200名

以上の方とミーティングを行いました。こ

の個別ミーティングにおいては、広報室が

主体となって、決算報告の内容や経営戦略

などについて説明すると同時に、投資家の

視点からの意見も拝聴することで双方向

のコミュニケーションを図れるよう努めて

います。

　また、個人投資家の方からの電話やホー

ムページからの問い合わせに対応したり、

東京証券取引所への開示情報は同時に当

社ホームページ上で和文・英文にて公開し

たりするなど、適切な情報開示ができる

よう取り組んでいます。さらに2005年

秋にはFACT BOOKを発行しました。こ

のFACT BOOKには日本語・英語の2ヶ国

語で過去10年間の財務データや直近の決

算期の営業概況、そして四半期ごとの数値

データをグラフとともに掲載し、投資家の

皆様にご活用いただいています。

　株主の皆様とのコミュニケーションで

もっとも重視しているのが株主総会です。

2006年6月に開催しました定時株主総

会には多くの株主の方にご出席いただき

ました。総会全体を通して、株主の皆様に

より深くご理解いただけるよう、大画面の

モニターを使いながら丁寧で分かり易い

言葉を用いて説明する工夫をしました。

　特に営業概況の説明については、グ

ループ全体の事業セグメントごとに詳しく

説明しました。またナレーションを用いる

ことで聞き取りやすくする配慮をし、対処

すべき課題など会社からのメッセージにつ

いては社長自らの言葉で述べました。

　さらに、質疑応答においても株主の方か

らの質問に対し、議長である社長より株主

の方に満足いただけるように丁寧な回答

をしました。質問では会社への期待の高さ

が窺えるものもあり、株主の方との良いコ

ミュニケーションがとれている証と考えて

います。

　また、株主の皆様に対しては年2回発行

する事業報告書を通して会社の現在のす

がたを伝えています。事業報告書において

は、決算の概要についての図表やグラフを

多く用いて分かり易く報告するだけでな

く、株主の方からの質問に対する回答コー

ナーや色彩にまつわるコラムを掲載し、よ

り親しみやすく感じていただけるような工

夫もしています。

決算説明会

株主総会
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１．多様な個の夢の実現　　
～人事制度諸制度の改革～

社員とのコミュニケーション

　世界に向けて新たな価値を提供できる

企業活動の場は、そこで働く社員にとっ

ても自己実現の場となることが必要だと

私たちは考えます。多様な個の夢の実現

に向けた様々な仕組みづくりがすすめら

れています。

◆新しい成果を生み出し続ける仕組み作りと

風土改革

　東洋インキグループはモノづくりメー

カーとして品質にこだわる経営、収益向上

のための効率経営、スペシャリティケミカ

ルメーカーとして最大の成果を得るため

の開発持続の経営を指向しています。

　そのためにはビジョン・戦略が社員一人

ひとりに浸透し、継続して付加価値を生み

出していくことが必要で、社員が当事者意

識をもって主体的に行動する組織風土を

醸成することが欠かせません。

新たに導入した人事制度はビジョン・戦略

を全員が共有し、社員一人ひとりの意識・

行動につなげていくことにより、会社と社

員がともに永続的に発展・成長していくた

めのツールであり、「役割」という考え方を

基軸にして仕事を設定し遂行していくとと

もに人材育成・キャリア開発を推進しま

す。そして、その成果を公正に評価し処遇

していくことにより社員のやる気を高め、

新しい成果を生み出し続ける仕組み・風土

を創り出すことを目的としています。

◆会社と個人の対等な関係

　新しい制度では会社と社員がより対等

な立場で会社の発展、個人の成長を共有

することを念頭に置いて制度が作られて

います。すなわち①会社は社員に対して

期待する役割・成果や人材像を提示し社員

を支援することで社員は自律したプロ

フェッショナルとして成長を提供できる②

社員は会社に対して自らの役割を通じて

会社に貢献することで会社は永続的な価

値を創造することができると考えます。

またこれらを実現していく具体的な仕組

みとして自己申告制度、社内公募制度、人

材開発委員会を導入・設置し、職業人とし

て社員のキャリア形成支援と人材の最適

配置による有効活用を図っています。

◆役割と成果に応じた公正で納得性のあ

る処遇の実現

　自己申告制度と同時に行われる社員意

識調査から、社員が評価処遇に求めるも

のとして「仕事の責任の重さと給与のバラ

ンスが取れていること」「個人の成果が報

酬に適切に反映されていること」が上位に

挙げられました。新しい報酬制度では従来

から実施されている「対話制度」（上司と

部下の対話）を強化し社員の納得性を高

める仕組みを再構築し、役割と成果の応じ

た納得性のある処遇を目指しています。

◆ビジョン・戦略の共有
・ビジョン・戦略を社員一人ひとりの意識・行動
につなげる

◆人材育成・キャリア開発の推進
・役割を通じて会社の発展と個人の成長を実現
する

◆公正な評価・処遇の実現
・納得性高い評価、役割と成果による処遇を実
現する

仕事／役割
（より対等の関係へ）

事業成果への連動
と個人の存在価値

認知

・使命

・責任

・権限

・要件

・重み

付加価値の提供

市 場・顧 客

対話制度の基本的な仕組み

公正で納得性のある処遇

・年度目標
・キャリア
 開発
・能力開発

・自己評価
・役割評価
・能力評価

期
初

期
中

期
末

本人 上司

目標設定対話

目標の決定

進捗確認対話

確認・支援

フィードバック対話

最終評価の確定

会社

永

続

的

な

価

値

創

造

個人

自
律
し
た
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル

成
長

発
展

このような仕事を
やってみたい

遂行努力・
コミットメント

納得・満足

こういう人材が
必要だ

能力・成果

評価・処遇



社
会
性
報
告

19

２．就業支援の仕組み
　長い職業人生の中では時として就業

を続けることが困難となる事態に直面す

ることがあります。思わぬけがや病気、育

児や家族の介護など、どのような状況下

でも仕事と個人、家庭生活をバランスよ

く両立し、良き市民として活動していこう

とする社員の前向きな行動に対し、ライ

フステージにマッチした適切な支援を

行っています。

◆カフェテリアプランの推進

　2004年度より、福利厚生メニューを

個人のニーズに応じて利用する、持ちポ

イント制の選択型福利厚生制度（カフェテ

リアプラン）を導入しています。健康増

進、育児・介護支援、能力開発分野の支援

に重点をおいたメニューの活用を促し、

2005年度の一人あたりのポイント利用

率は平均70％でした。導入から3年目と

なる今年は、更に利用しやすい制度にす

べく新たなメニューの開発をすすめてい

ます。

◆育児・介護支援

　育児休業関連制度については、積立有

休制度（失効有給休暇を積立利用できる

制度）との同時利用や配偶者が働いてい

なくても取得できるようにするなど拡充

を図っています。2005年度の利用者は

育児休業、育児援助（時短）をあわせて

14名で、希望者全員が取得しました。

　介護休業関連制度については、高齢社

会の到来による今後の社員ニーズの高ま

りを予想し、休業可能期間を最長１年間と

したうえで、一部を有給扱いにできる勤務

時間短縮制度も導入しています。

　さらに前述したカフェテリアプランにお

いても、休業期間中の賃金補填や育児・介

護支援業者のための各種サービスを優待

利用できるメニューを設定しています。

　団塊世代社員の大量定年や、本格的な

少子高齢社会の到来にどう立ち向かうか

は、メーカーである東洋インキグループに

とって固有技術の伝承あるいは労働力の

確保という点で大きな課題です。多様な人

材がいきいきと働ける職場の実現に向け

て、さまざまな施策に取り組んでいます。

◆定年退職者の継続雇用制度

　2006年4月より高年齢者雇用安定法

が改正され、65歳までの雇用継続が義

務化されました。東洋インキグループで

は2001年からいち早く定年退職者の継

続雇用問題に取り組んでおり、現在では

一般社員で継続基準を満たした希望者全

員が定年後も就業を継続できる制度とし

て定着しています。今年度はあらたに継

続雇用者にもカフェテリアプランのメ

ニューを利用できるようにするなど、福利

厚生面の充実にも取り組みました。

2005年度に継続雇用制度を利用した

社員は、希望者全員で、定年退職者全体

の70％でした。

◆障がい者雇用の取り組み

　東洋インキグループの障がい者雇用率

は、昨年まで法定雇用率（1.80％）を下

回る状況が続いていましたが、2006年

5月時点で、1.85％となり法定雇用率を

上回っています。

　採用・配属にあたっては、障害のある方

の適性を考慮し、長期的な就労が実現す

るよう支援しています。また、障害のある

方が働きやすい環境づくりとして、手すり

やスロープ、障がい者用トイレの設置も推

進しています。

 ◆最適な労働形態と労働時間の管理

　東洋インキグループでは、技術開発、生

産、販売に携わるさまざまな職種に対し、

それぞれの労働形態に適した労働時間制

度として、裁量労働制、フレックスタイム

制、事業場外みなし労働、交替勤務制など

を適用し、労働時間の短縮化を図ってい

ます。

　また、長時間労働やサービス残業が社

会問題となる中で、昨年より「就業管理シ

ステム」を導入し、残業時間や休日労働な

どの時間外労働時間の管理を一元的に行

い、社員の健康管理や過重労働の防止に

努めています。

0.0
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（％）
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障がい者雇用率
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３．多様な人材が活躍できる職場へ
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　東洋インキは、環境会議および全拠点

の管理責任者が参加する「環境拠点ネット

ワーク会議」で安全や衛生、防災に関する

全社の目標や計画の周知、事故などの事

例研究や周知徹底を行っています。

　各拠点は「レスポンシブル・ケア活動」の

一環として、潜在的に危険な箇所や不安

全作業を特定・評価し、改善する「リスクア

セスメント活動」により、「リスクが少ない

安心して働ける職場の実現」を目指してい

ます。

　一方、事故や災害が発生した場合には、

全社規程に基づいてエコロジーセンター

に事故発生の第一報を入れ、その後「災害

発生報告書」と「災害再発防止対策書」を

提出します。重要案件については直接現

地での現物確認や関係者への聞き取りを

行い、発生原因や設備を中心とした再発

防止対策を確認します。こうした情報は社

内LANを通じて、各拠点の責任者から現

場の担当者まで、グループ全体で情報を

共有し、類似の事故防止に努めています。

休業災害度数率・強度率のグラフが示すよ

うに、死亡事故や重大な機能障害が残る

重大事故がほとんど無いため、従来から低

い強度率を維持していますが、2005年

は、本体並びに関連会社共に、前年と比べ

ると度数率、強度率は同等あるいは若干

大きくなりました。これは生産拠点におい

ての新規設備や非定常作業に対する「リ

スクアセスメント活動」が、まだ不十分な

ためと考えており、今後、「リスクアセスメ

ント活動」の重点強化を図っていきます。

　近年、労働環境の整備や自動化の普及

などで身体的負担が軽減され、肉体的疲労

による事故は減少しています。その反面、

仕事の効率や能力についての要求水準が

高まり、精神的ストレスによる事故が増え

ています｡厚生労働省も対策指針を企業に

提示し、実施をもとめています。東洋イン

キは、1983年から、専門のカウンセラー

による社内相談制度を設け、従業員一人ひ

とりの心の問題に対応してきました。

　2006年1月18日富士製造所のグリー

ン顔料製造施設において、水素爆発事故

が発生しました。グリーン顔料製造後の廃

液処理の工程において、塩化アルミニウム

溶液にアルミ粉を入れて銅イオンの除去

処理を行っている過程で発生した水素ガ

スに着火して爆発に至ったものです。

　爆発の原因は、一度に所定量以上のア

ルミ粉を投入したことから処理槽内の水

素ガス濃度が爆発下限以上となり、それに

何らかの着火源により爆発したものです。

　この事故の結果、作業者1名が火傷を負

いましたが、10日間休業の後職場復帰し

ました。

　当該施設は、強制排気装置の設置や水

素濃度管理の運用、着火源リスクの撲滅な

ど、再発防止対策を実施した後、操業を再

開しました。

社員の安全・衛生・健康
労働安全衛生

メンタルヘルスケア

水素爆発事故

（100万延べ労働時間当たりの休業災害による死傷者数） （1,000延べ労働時間当たりの労働損失日数）

製造業 化学工業東洋インキ 全東洋インキＧ 製造業 化学工業東洋インキ 全東洋インキＧ
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情報セキュリティ

1．事業の継続性を確保するため、システム

運用センターの重要システムのサーバ・

機器等については地震・火災・被雷対策に

加え、停電時にもシステム運転を行うこと

を目的に非常用発電装置を設置しまし

た。また、万が一の場合を想定してバック

アップセンターを設置して重要業務の継

続が出来る体制を取っています。

2．東洋インキグループネットワークに対す

る外部からの脅威に対しては、ファイ

ヤーウォール、ウイルスウォールなどの

防御措置や、監視体制をとっています。

1．情報管理体制としましては、情報のリス

クマネジメントを担当する「情報セキュリ

ティオフィス」を中心として情報漏洩予

防措置、緊急対応を行う体制を敷いてい

ます。

2．物理的なセキュリティ対策としましては、

全拠点において入門証の携帯を義務付

けるなど、強化を実施しております。

3．情報システム・機器などの利用方法につ

きましては、規程に基づいてガイドライ

ンを作成し、部門ごとに情報セキュリティ

管理者を置き管理を行っています。

4．最新のIT技術の導入によって情報への

アクセス管理・情報漏洩防止強化を進め

ています。

1．個人情報保護の内部管理体制の整備を

行うため、「情報セキュリティオフィス」を

事務局とし、各部門に個人情報管理者を

選任しています。また、各部門にて個人

情報管理台帳を備えて適切な個人情報

管理に努めています。

2．個人情報保護方針を弊社ホームページ

に掲載し、個人情報に関する弊社の考え

方を公開しています。

3．2005年4月1日の個人情報保護法施

行にあわせて、個人情報に関する規程お

よびガイドラインを策定し、教育を実施し

ました。特に個人情報を多く取り扱う営

業部門のすべてを対象とし、説明会を実

施しました。また、適切な保護体制を確

立するため継続的に教育を実施します。

情報資産保護対策

情報セキュリティ対策
個人情報保護体制

『個人情報保護に関する方針』

東洋インキ製造株式会社（以下、当社といいます）は、当社の業務を円滑に行うため、お客様の氏名、住所、電
話番号、Eメールアドレス等の情報を取得・利用させていただいております。当社は、これらのお客様の個人
情報の適正な保護を重大な責務と認識し、以下の方針に基づき個人情報の保護に努めます。

（１）当社は、個人の人格を尊重し、個人情報に適用される「個人情報の保護に関する法律」およびその他の
関係法令ならびに各種規範を遵守いたします。

（２）当社は、個人情報の保護に関する規程および社内体制を明確にし、当社の業務に従事する者に周知徹
底し実効あるものとして運用いたします。また、業務委託先に対しても適切に個人情報を取り扱うよう要
請・監督いたします。

（３）当社は、個人情報の取得に際しては、利用目的を明確に特定して通知または公表し、その利用目的に
従って個人情報を取り扱います。

（４）当社は、個人情報の漏洩、紛失、改ざん等を防止するため、必要な対策を講じて適切な管理を行います。

（５）当社は、当社が保有する個人情報について、お客様本人からの開示、訂正、削除、利用停止の依頼を所
定の窓口でお受けして、誠意をもって対応いたします。

2005年2月1日

代表取締役社長　　佐久間　国雄



社会性報告

22

社
会
性
報
告

CSR調達

　東洋インキでは優れた製品をお客様に

提供することで社会に貢献するとともに、

相互取引を通じて調達先ともパートナーと

してWin‐Winの関係を築き共に発展でき

る関係でありたいと考えています。SCM

本部購買部門では、公平・公正・公明な購買

取引を行うことを前提として、我々が果た

すべき社会的責任について「ビジネス行動

基準」のほか「原材料購買規程」などの業

務規定に定めています。また公平・公正な

取引を行うにあたり、基本的な考え方を具

体的に日々の購買活動に反映させるため7

項目からなる「調達基本方針」と10項目か

らなる「調達先選定基準」を策定し公正な

購買取引を行っています。

　調達基本方針では、商品の品質・価格・納

期や企業の信頼性などの合理的かつ明確

な基準に基づいて調達先を選定すること

を定めています。購買取引の機会を国内外

のすべての調達先に平等に開放し広く参

入機会を提供することを約束する「公平・公

正」のほか、取引先の情報保護に関する「機

密保持」、購買活動における個人的な利害

関係を禁止する「襟を正した調達活動」、さ

らに資源保護・環境保全等グリーン購買に

努め、持続可能な社会をともに実現してい

くための「地球環境の維持・向上」について

定めています。

　また、調達先にも当社の方針を理解いた

だき、調達先選定基準を定めています。

　お客様に提供する製品の価値を高める

には、東洋インキグループ自身の努力に加

え、環境面・社会面においても調達先の協

力が不可欠と考えます。「購買取引先評価

規則」に則り合理的な選択基準を基に公平・

公正に選択した調達先に対し、品質の向上

はもとより環境保護の低減や法令遵守の

徹底を求めてゆき、調達先と共にCSR視点

に立った購買活動を推進していきます。

　取引開始後も環境や社会的責任に対す

る配慮についてアンケート形式による調査

を実施し、必要に応じ調達先にもCSRの取

り組みを要求・指導してゆき、調達先ととも

に持続可能な成長を目指していきます。

調達基本方針 調達先選定基準

調達基本方針

1.

2．

3．

4．

5．

6．

7．

1．

2．

3．

4．

5．

6．

7．

8．

9．

10．

公平かつ公正な取引

取引先の選定

相互理解と信頼関係

襟を正した調達活動
の実践

グリーン調達

機密保持

お取引先のCSR

法令・社会規範順守

品質

価格

供給安定性

経営基盤

技術力

サービス力

機密保持

環境保護

CSRの取り組み

私たちは、事業活動のための調達にあたり、広い視野に立ちお取引先と対等かつ公平な立場で取引を行います。

私たちは、法令・社会規範の順守に加え、技術開発力をはじめ、品質・価格・納期・信頼性・提案力・情報提供力などの経済合
理性、経営信頼性などを総合的に勘案し、適正な基準に基づいてお取引先を選定します。

私たちは、お取引先との相互理解を深め、信頼関係を築き上げるよう努めるとともに相互の発展を目指します。

私たちは、法令を順守し、企業倫理に基づき襟を正した調達活動を実践します。また取引先との個人的な利害関係を
持ちません。

私たちは、お取引にあたり資源保護や環境保全などへの配慮を怠らず、地球環境の維持・向上に努めます。

私たちは、お取引において知り得た営業上および技術上の機密はお取引先の承諾なしに第三者に開示いたしません。

私たちは、企業の社会的責任を念頭に、調達活動を実施いたします。特にILO労働基準・コンプライアンス・グリーン調
達をお取引先選定の基準とし、またお取引先にも要求・指導をしてまいります。

法令・社会規範（児童労働・強制労働の禁止をはじめ、各国の法律、基準、条約など）を順守した経営がなされていること。

当社の要求品質を満たしかつ安定した品質であること、また品質管理体制が充実していること。

経済合理性のある妥当な価格であること、価格競争力があること。

当社が希望する納期を満たし、供給の安定性が確保されていること。

健全な事業経営が維持されていること。

当社の製品作りに貢献できる高い技術力を有していること。

当社に必要または有効な情報を適時・適切に提供できること。

当社との取引を通じて知り得た情報について、機密保持できること。

資源保護・環境保全に十分な配慮を行っていること。

CSR経営を実践していること。

調達先選定基準
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　東洋インキは、法の順守を「ＣＳＲ行動指

針」に示し、「東洋インキグループビジネス

行動基準」、さらに「環境・安全基本方針」

「行動指針」にも明記し、明確に経営方針

の１つとしています。9頁のコンプライア

ンス分科会活動においては倫理・法令順守

体制の確立を中心にした取り組みを行っ

ています。コンプライアンスオフィスでの

相談情報については、個人のプライバシー

を保護し、対応しています。

　環境関連法規などについては、最新の

情報を収集し、エコロジーセンターが定期

報告書にまとめ、社内ＬＡＮを通じ配信し、

新たな法規制に即座に対応できる仕組み

を整えています。海外の法規なども同様に

管理し、欧州を中心とした法規制に対応す

る仕組みの充実を図っています。

　また、条例を含めた法的要求事項の電

子化も進めています。各事業所でも、条例

を含む法的要求事項を一覧表にし、規制値

などを明確にしています。2005年度もコ

ンプライアンスの推進、各種の法・条例な

どの規制の順守を徹底して行っており、経

営面、倫理面や人権問題など社会面、環境

面などすべての面で問題となる事例の発

生はありませんでした。

　東洋インキでは、法的要求事項だけで

なく、業界団体の環境等に関する規範の順

守、顧客要求である化学物質の管理につ

いて約束しています。特に印刷インキ工業

会が定めた「食品包装材料用印刷インキ

に関する自主規制（ＮＬ規制）」に関しては、

規制対象物質は現行の130物質から、大

幅に増え527物質になっています。本規

制に対し、食品の衛生と安全性を保持する

ためはもちろん、広範な用途に対し範囲を

拡大して順守しています。

　東洋インキは環境経営格付機構が2002

年度から実施している環境経営格付の評

価を毎年受けています。

　4回目にあたる2005年度は第1回サス

テナブル経営格付として実施されました。

サステナブル経営格付とは「持続可能な社

会の構築に貢献する企業経営の持続的可

能性を測る」と定義され、環境経営学会が

考える目標状態を「あるべき姿」として絶

対的評価で測ることとしています。さらに

格付評価のバウンダリ（対象企業の範囲）

は財務連結企業全体とされ、従来どおり格

付評価委員によるエビデンス確認を必須

としています。

　東洋インキはこの第1回サステナブル

経営格付にも参加し、バウンダリもこれ

までと違いほとんどの国内外の関係会

社も含めエビデンスを調査し、評価を受

けました。

　東洋インキの平均評点獲得率は91.5％

でした。経営分野は97.1％、環境分野は

88.4％、社会分野は91.0％でした。全般

的に高い評点獲得率で、サステナブル経営

のあるべき姿に近づいていると評価され

ました。特に経営分野でほぼ完全に環境経

営学会の設定した目標水準に達しており、

持続可能な社会に貢献する経営が本分野

で実現しているとコメントをいただき、従

業員を大切にする歴史ある優良化

学企業と評価されました。

　また、活動を戦略、仕組、成果の

段階毎に見て、それぞれに評価の

差がないことから、東洋インキは経

営課題について、これを実行するた

めの仕組みの整備とそれに基づく

活動がしっかり連動していることが

うかがえます。これは、企業が社会

から信頼を得る上で重要な特性で

あるとコメントをいただきました。

　課題としては、環境分野の「生物

多様性の保全」と社会分野の

「ＣＳＲ調達の推進」が戦略段階を

始めとして対応が今後の改善余地

を残していると指摘を受けました。

　

　東洋インキはサステナブル経営

の推進を進める上で高評価を受け

た側面をさらに充実させるとともに、指摘

を受けた側面に対し真摯に受け取め、持続

可能な社会の構築に本業を通じて取り組

んでいきます。

東洋インキの評価結果

これからの取り組み

法的要求事項などへの対応

サステナブル経営格付

環境経営格付機構

RATING-TREE by MITA MODEL 平成17年度
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　東洋インキグループは創業以来、色彩の開発を通して人々の生活文化の向上に寄与し、その経営活動の
中で、国内外の法順守はもとより、事業活動と製品・サービス及び人に係る安全・健康、地球環境保全、省
資源、省エネルギー、地域社会との協調を常に心掛けてまいりました。         
         
　今後も、「持続可能な発展」の国際原則に基づき、「東洋インキグループCSR憲章」を尊重して継続的改
善に努め、あらゆるステークホルダーの視点に立ち、一層の社会的責務を果たす努力をしてまいります。 
                
        

1 . 社員一人ひとりが地域社会の一員として、地球環境問題を自覚し、社会に貢献するよう努めます。

2 . 製品の全ライフサイクルにわたって、環境保全と人の健康に配慮した製品の開発及び提供に努めます。

3 . 生産にあたっては、安全操業と保安防災に努めるとともに、省資源、省エネルギーに徹して環境への負荷
低減に努めます。

4 . 製品と環境・安全に関する情報の積極的な提供とコミュニケーションを図り、お得意様、地域社会及び生
活者の環境・安全・健康の向上に努めます。

5 . 法規制を順守し、行政の施策に協力するとともに、地球規模の環境問題に対応すべく国際的な協調に努
めます。

環境・安全行動指針

東洋インキ製造株式会社
代表取締役社長　　佐久間　国雄

＜環境マネジメントシステム＞

環境・安全基本方針・行動指針
環境マネジメントシステム

環境報告

　東洋インキは、1973年に環境改善対

策本部を設置し、環境負荷改善への組織

的な取り組みを開始しました。その後、

1990年に「全社環境安全管理規程」を

制定しました。

　東洋インキは、日本レスポンシブル・ケ

ア協議会が1995年発足したと同時に

参加し、レスポンシブル・ケア活動を開始

しました。

　また、東洋インキグループは「テイク

オフ 2007」の経営ビジョンに基づき、

1996年6月、「持続可能な発展」という

考え方を持ち、環境経営基本方針である

「環境憲章」と「行動指針」を制定しました。

　1999年4月には、本社にエコロジー

センターを設置。グループ全部門のより

積極的な取り組みを推進するため、同セ

ンターを中心に、従来の環境マネジメン

トシステムを見直すとともに、全グループ

的な組織・体制を整備し、2000年4月に

新たな環境マネジメントシステムの運用

を開始しました。

　2005年4月にはＣＳＲ委員会の発足

と同時に、ＣＳＲ推進体制の中に環境安全

分科会を設け、環境マネジメントシステム

の運用推進を行っています。

　2005年5月、東洋インキグループの

ＣＳＲ憲章・行動指針の制定に基づき、従来

の環境憲章・行動指針を環境・安全基本方

針・行動指針として見直し、改訂しました。

　2006年7月、エコロジーセンターを

強化し、環境本部を発足させました。

　東洋インキグループは、ＣＳＲ委員会の

もと、レスポンシブル・ケア活動をより深

化した活動として推進することによって、

「環境・安全基本方針」「行動指針」の実現

を目指します。

 1996年6月制定 
2005年5月改訂
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環境・安全基本方針・行動指針制定（2005年5月）

●東洋インキの「社会・環境活動報告書」
●日本レスポンシブル・ケア協議会発行の
　「レスポンシブル・ケア報告書」

●レスポンシブル・ケア実施報告書 ●東洋インキ全体の
　「レスポンシブル・ケア実施計画書」の作成

●各事業所での実施計画書の作成

●レスポンシブル・ケア内部監査証明書
●パフォーマンス指標管理表

●「レスポンシブル・ケア内部監査」の実施
　（独自に作成した「レスポンシブル･ケア内部監査
　評価表」を使用）

●評価表の評点とともに監査報告書を
　各事業所にフィードバック

社長の宣言

●是正措置の実施、次年度の実施計画書の見直し

報告書作成 実施計画の策定

内部監査成果評価

環境・安全方針の策定

DO

CHECK

活動結果の公表
社会とのコミュニケーション

PLAN
↓

実施

ACT

東洋インキのレスポンシブル・ケアの実施方法

　東洋インキは、レスポンシブル・ケア活動

とISO14001の２つを組み合わせ、継続

的な改善を進めています。

　東洋インキは、レスポンシブル・ケア活動

を推進することによって、環境・安全基本方

針・行動指針の実現を目指し、環境保全面

のツールとして、ISO14001の仕組みを

活用しています。

　東洋インキは、2000年度からグループ

経営方針の1つに「環境」を掲げ、環境負荷

の低減やリスクの回避、環境ビジネスの創

出を目的とした「環境経営」を推進してい

ます。環境経営を推進し、2007年までの

東洋インキグループビジョン「テイクオフ

　2007」を実現させるには、毎年継続的

な改善を行う必要があります。その手段の

1つが1995年から取り組んでいる「レス

ポンシブル・ケア活動」であると考え、レス

ポンシブル・ケアを環境マネジメントシステ

ムの重要な柱と位置づけています。

　現在、東洋インキ本体の製造所・工場お

よび国内の生産系関係会社を中心に、レス

ポンシブル・ケアの「マネジメントシステム」

「環境保全」「保安防災」「労働安全衛生」

「物流安全」「化学品・製品安全」「社会との

対話」の7項目について継続的改善を実施

しています。

　海外の生産系関係会社についても、実情

にあった調査票による自己監査や訪問監

査を行い、レスポンシブル・ケアの考え方に

基づいて展開しています。

　ISO14001は環境マネジメントシステ

ムに関する国際規格で、レスポンシブル・ケ

アと異なり第三者（審査登録機関）の審査

による認証・登録・維持という仕組みがあり

ます。

　環境保全活動が対象のISO14001も、

ＰＤＣＡサイクルを実施することによって

「持続的改善」と「汚染の未然防止」を図る

ものであり、その目的や仕組みはレスポン

シブル・ケア活動と同様です。

　東洋インキは、海外も含めた当社の事業

所の多くで、ISO14001に基づいた活動

を行っています。

　東洋インキは今後も海外を含めた各事

業所での積極的なISO14001の認証取

得を進めていきます。

　また、東洋インキは、ISO14001をマネ

ジメントシステムの重要なツールと考えて

います。

　特に、ISO14001に準拠したシステム

を構築する上で必要な環境影響評価、環境

側面の特定と目的・目標の設定、経営層に

よる見直しなどの手法は、レスポンシブル・

ケアで求められている環境保全以外の項

目の継続的な改善にも有効であると判断

しており、今後もISO14001の手法を拡

大していきます。



環境負荷マスバランス

26

環
境
報
告

（注）数値は2005年度の東洋インキ本体の数値です。

＊ここでの化学物質は、ＰＲＴＲ法
第一種指定化学物質と、日化協
指定物質をあわせた480物質群
を指します。

エネルギー

電力
A重油
LPG
都市ガス

8,321
5,373
101

12,049

万kWh
k
トン
トン

CO2

化学物質

排水

環境汚染物質

廃棄物

原料

用水

副資材

エネルギー CO2

化学物質

排水

環境汚染物質

廃棄物

原料

用水

副資材

インプット アウトプット

4製造所
2工場

製品
190,103トン

●インキ
●塗料
●樹脂、粘・接着剤
●塗工材
●化成品
●着色剤
●表示材料

溶剤
樹脂
顔料
その他

合計

58,986
62,455
30,404
62,594

214,439

トン
トン
トン
トン

トン

ドラム缶
5ガロン缶
他の金属缶
など

合計

6,560
2,713
2,000

11,273

トン
トン
トン

トン

上水
工業用水
地下水

合計

25
2

289

316

万m3
万m3
万m3

万m3

ＣＯ2排出量
（エネルギー由来）

21,816トン

化学物質 90.6トン

排水 248万m3

ＳＯＸ排出量
ＮＯＸ排出量
ばいじん
ＣＯＤ排出量

6.2
34.5
1.2
90.5

トン
トン
トン
トン

廃棄物発生量
最終処分量

15,338
286

トン
トン

（＊化学物質取扱量
                 65,151 トン）

＜環境マネジメントシステム＞環 境 報 告
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代表取締役社長

CSR委員会

環境拠点
ネットワーク

省エネ小委員会

省材小委員会

安全小委員会

静電気小委員会

環境ビジネス
ネットワーク

組織連携活動

化学物質小委員会

土壌・地下水汚染
対策小委員会

静電気安全

保安防災

省エネルギー →P40

ゼロエミッション →P41

リスクアセスメント →P17

労働安全衛生 →P17

環境調和型製品 →P34

環境ラベル →P34

製品リスク管理 →P33

環境会計 →P30

環境教育 →P38

環境コミュニケーション →P38

化学物質管理 →P32

MSDS →P32

PRTR →P42

→P35

環境・安全担当役員

環境本部

グループ全体の環境・安全マネ
ジメントシステムを運用するた
めの専任組織。

環境会議

環境・安全に関する全社会議。社長、
CSR委員長、事業本部長、事業部
長、製造所長・工場長、生産系の
関係会社の代表者などで構成。
環境目的・目標の見直しや、全社
的な環境・安全戦略に関する審議
を行う。

環境・安全分科会

CSR事務局

環境・安全運営会議

CSR委員会会議

環境・安全に関する方針・戦略
を討議し、構築する環境・安全
分科会の会議体。

土壌・地下水汚染対策
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環境目的（2007年度を目標にして） 2005年度環境目標

環境目的、2005年度環境目標・実績、2006年度環境目標

【マネジメントシステム】   
・東洋インキグループでは、２００９年度を目標に統合環境マネジメントシステムを確
立し、継続的改善を推進する。
・国内外の生産系関係会社は、２００９年度を目標にＩＳＯ１４００１の認証を取得し、継
続的な改善を推進。
・国内外の非生産系関係会社は、ＩＳＯ１４００１およびそれに準じた環境マネジメント
システムを確立し、継続的改善を推進する。

【教育・啓発・社会貢献】   
・レスポンシブル・ケアに基づいた教育体制を確立することによって、全社員の環境
意識の高揚を図り、全社一丸の環境保全活動を推進。
・地域社会と積極的に交流し、共生を図る。

【環境ビジネス活動】   
・環境調和型製品の製商品売上高構成比を２００９年度に５０％超とし、これにより、
収益構造の改善、Ｎｏ．１ブランドの確立に寄与する。
・製品リスクを削減する。

【リスクコミュニケーション、化学物質による健康被害の防止】  
・環境・安全・健康に関するリスクコミュニケーションの充実を図る。
・化学物質の適正管理を推進する。

【法順守、国際協調】   
・法順守の仕組みを充実する。
・海外の関係会社へ積極的に環境マネジメントシステムを導入を図る。

   
・コンプライアンス強化月間を設定し意識向上を図ります。
・海外関係会社のＩＳＯ１４００１認証取得を促進し、パフォーマンスデータを充実させ
ます。

   
・環境・社会報告書をＣＳＲ憲章・行動指針に基づき大幅に改訂しＣＳＲ報告書を発行し
ます。
・化学物質排出量を削減します。（２００６年度までに対２００１年度比５０％削減）

・環境調和型製品の売上高を２００４年度比１０％向上させます。
・ＬＣＡをベースにした新規調和型事業・製品の育成・実績化を図ります。
・化学物質管理（使用禁止物質／使用制限物質）を徹底し、電機／自動車関連メーカ
ー規制に対応します。

   
・レスポンシブル・ケアに基づく教育を推進し、ＲＣ監査などで確認します。ｅ-ラー
ニング等教育ツールの検討を開始します。
・製造拠点（本体および生産系関係会社）で環境・安全・健康・地域交流・社会貢献な
どに関するサイトレポートを発行し、社員の教育や地域交流に役立てます。

   
・本体の非生産系事業所のＩＳＯ１４００１認証取得を促進します。
・環境会計の集計範囲を国内の生産系関係会社まで枠を広げ集計します。物量効
果、経済効果を増加させ、充実を図ります。
・環境経営指標としての環境調和効率指標の向上を図り、継続的に公表します。

   
・ＣＯ２排出量を2004年度より２％削減します。
・エネルギー使用量、ＣＯ２排出量の期中の点検・監視を強化し、適正な是正につなげます。
・産業廃棄物最終処分量を２００4年度比２５％削減します。富士製造所、川越製造所
で再資源化計画を充実させ、最終処分量の削減を促進します。
・水の循環利用を進め、水資源の節減に努めます。
・ＲＣ監査の充実を図るとともに、レイアウト調査結果の改善計画をフォローし、労働
災害や事故件数を2004年の水準以下とします。
・海外生産拠点の監査実施と自己監査能力の向上を図ります。

【環境保全・労働安全】   
・東洋インキ本体の製造所・工場におけるエネルギー原単位を、２００９年度を目標に
１９９０年度レベル以下まで削減する。
・廃棄物の発生量の削減と再資源化を推進し、２００９年度を目標に本体の製造所・
工場および国内の生産系関係会社でゼロエミッションを達成する。
・環境汚染の未然防止のためのシステムを確立し、これにより、漏洩事故の撲滅を図る。
・労働安全と防災について予防保全システムを確立し、これにより、重大な発火事故、
労災事故の撲滅を図る。

＜環境マネジメントシステム＞環 境 報 告

　東洋インキグループは2000年4月に

新しいマネジメントシステムを導入しまし

た。その際に環境憲章と行動指針（2005

年5月に環境・安全基本方針と行動指針へ

改訂）をＩＳＯ１４００１における環境方針と

位置づけ、環境憲章と行動指針のそれぞ

れに対応した目的・目標を設定。全社員へ

の周知・徹底を図り、実現に向けた取り組

みを進めています。

2006年2月に開催された環境に関する

全社会議「第6回環境会議」で、中期環境

目標である新3ケ年環境行動計画を新に

策定しました。また、第2回環境・安全月間

（2006年2月）では社内報環境・安全編

「グリーンブック」を作成し全社員に配布。

「化学会社として、モノづくりのあらゆる段

階で環境と安全への配慮を徹底しましょ

う。」をスローガンとしたポスターを全職場

に配布・掲示しました。
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2005年度実績 2006年度環境目標評価 掲載
ページ

【マネジメントシステム】   
・本体の生産系関係会社が1社および非生産系で１事業所が
ＩＳＯ１４００１認証を取得しました。
 海外の生産系関係会社5社が新たに認証取得しました。
・環境会計は国内の主要な生産系関係会社まで枠を広げ集計しました。
環境保全効果、経済効果を公表しました。
・環境調和効率指標は0.7ポイント向上しました。
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【教育・啓発・社会貢献】   
・2月の環境・安全月間にグループ社内報環境・安全編グリーンブック
2006を発行し、全社員等に配布しました。
　e-ラーニングを2006年度にトライアル開始します。
・国内の製造拠点と生産系関係会社でサイトレポートを発行しました。

【環境ビジネス活動】   
・2004年度比11.6％増を達成しました。グループ製品売上高の45％、
全社売上高の35％を超えました。
・使用禁止物質、使用制限物質の管理を徹底。ＲｏＨＳ指令や電機・電子、
自動車業界の規制に迅速に対応実施しました。

【リスクコミュニケーション、化学物質による健康被害の防止】
・2005年版社会・環境活動報告書をＣＳＲ面を充実させ、12月に発行
しました。
・化学物質の排出量は2004年度に比べ3.6トン減少し、法律の改正後
初めて減少傾向になりました。

【法順守、国際協調】   
・１１月をコンプライアンス強化月間とし事例集の追加版を発行、ポスタ
ーの掲載を行い意識向上を図りました。

・新規認証取得会社を加え充実させました。

   
・コンプライアンス強化月間を設定し意識向上を図ります。
・海外関係会社のＩＳＯ１４００１認証取得を促進し、パフォーマンスデー
タを充実させます。

   
・社会・環境活動報告書を継続して発行します。第三者意見書を始めて掲
載します。
・化学物質排出量を2005年度より１０％削減します。

   
・環境調和型製品の売上高を製商品売上高の40％超に向上させます。
・ＬＣＡをベースにした新規調和型事業・製品の育成・実績化を図ります。
・トータル化学物質管理を徹底（使用禁止／使用制限物質）します。

   
・レスポンシブル・ケアに基づく教育を推進し、ＲＣ監査などで確認します。
地球温暖化防止のｅ－ラーニングをトライアル実施します。
・製造拠点（本体および生産系関係会社）で環境・安全・健康・地域交流・社
会貢献などに関するサイトレポートを発行し、社員の教育や地域交流
に役立てます。

   
・全社の環境マネジメントシステムを構築します。
・環境会計の集計範囲を国内の生産系関係会社の拡大を促進し集計し
ます。物量効果、経済効果を増加させ、充実を図ります。
・環境経営指標としての環境調和効率指標の向上を図り、継続的に公表
します。

   
・エネルギー原単位の改善に取り組み、2005年度より３％改善します。
・エネルギー使用量、ＣＯ２排出量の期中の点検・監視を強化し、適切な是
正につなげます。
・川越製造所で再資源化計画を充実させ産業廃棄物最終処分量を低減、
本体のゼロエミッションを達成します。
・水の循環利用を進め、水資源の節減に努めます。
・ＲＣ監査の充実を図るとともに、レイアウト調査結果の改善計画をフォ
ローし、労働災害や事故件数を２００５年の水準以下とします。　　　　
海外生産拠点の監査を実施するとともに自己監査能力を向上させます。

【環境保全・労働安全】   
・2004年度より379トン増加し、目標の2％削減は未達成でした。
・産業廃棄物最終処分量は２００4年度比25．9%削減しました。
・水の使用量は前年度に比べ0.3％増加しました。
・ＲＣ監査、レイアウト調査の継続フォローしました。海外生産拠点用の
チェックシートを作成し、海外8生産拠点を監査し、重大リスク低減に
つなげました。労働災害は2004年の75％に減少しました。

目標の達成状況：◎：100％以上　○：ほぼ100％　△：50％以上　×：50％未満

第2回環境安全月間ポスター
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　東洋インキは1999年度に環境会計を

導入し、2000年版の環境報告書から報告

を行っています。2005年度の環境会計

は、集計・分類は次のガイドラインを参考に

しました。

●「環境会計ガイドライン2005年版（環境

省）」

●「化学企業のための環境会計ガイドライ

ン（ＪＲＣＣ）」

　2005年度の環境会計の主な特徴は次

の通りです。

　2005年度は国内の主要な生産系関係

会社5社を加えて集計しました。

●設備投資は新規排水処理設備等の投資

を行い2004年度の3倍を超えました。

●費用額のうち、事業エリア内コスト、上・下

流コスト、管理活動コストは前年度比そ

れぞれ118%、139%、119%と増加し

ました。

●研究開発コストは各事業部門で環境調和

型製品の開発に積極的に取り組むととも

に、国内の主要関係会社での取り組みを

新に加え、全体として2倍になりました。

●環境損傷対応コストは川越地区で土壌浄

化を実施しその費用が176百万円にな

りました。

●環境保全の物量効果の算定は、全て前年度

との生産数量調整比較により行いました。

　「当期生産数量／前期生産数量」の比は

1.004を用いました。

●廃棄物最終処分量は前年に続き大きく

減少しました。ＰＲＴＲ物質排出量、総排

水量、ＮＯＸ排出量、ＣＯＤ排出量などが減

少しましたが総エネルギーが増加し、

ＣＯ２排出量も若干増加しました。

●環境ビジネスは環境調和型製品の売上

高が前年度比111.6％と目標の10％

アップを超え良好だったことと、東洋イン

キ単体の営業利益率が4.1％と前年度

を大きく上回ったことから、30％アップ

の26億円強になりました。

●その他は省資源効果が前年度を上回り

ました。全体では2,963百万円と前年度

の125％と好調でした。

環境会計

１.環境保全コスト

3.経済効果

1.環境保全コスト 集計期間：２００５年４月１日～２００６年３月３１日　集計範囲：東洋インキ単体、主要国内生産系関係会社（単位：１００万円）

分類 主な取り組み内容
投資額

事業エリア内コスト 

公害防止コスト

地球環境保全コスト

資源循環コスト

上・下流コスト 

管理活動コスト 

研究開発コスト 

製品開発コスト

技術開発コスト

社会活動コスト 

環境損傷対応コスト 

合　　計 

９３７

５８６

９０

２６１

０

１３

１４４

１１９

２５

０

０

１，０９４

１，４４１

５３４

２４１

６６６

１０７

５３４

３，４７１

３，０１６

４５５

２

１７６

５，７３１

２９１

１３２

６３

９６

８

２

４７

７

４０

０

０

３４８

１，２２２

４３５

１７３

６１４

８２

４４７

１，６５５

１，２５０

４１５

１

１，０８０

４，４９７

公害防止に関する投資および維持管理費用

地球環境保全に関する投資および維持管理費用

廃棄物の処理、リサイクルに関する投資および維持管理費用

製品のリサイクル、製品容器のリサイクル費用

環境マネジメント運用、環境広告、環境教育などの活動費用

環境調和型製品開発のための人件費・経費および実験設備投資

環境調和型技術開発のための人件費・経費および実験設備投資

地域環境活動支援・環境団体への寄付金

土壌汚染修復費用

2005年度 2004年度

費用額 投資額 費用額

(注）当該期間の研究開発費の総額（東洋インキ単体）：６，７７５百万円　(連結）：７，０４３百万円

内
訳

内
訳

式：指標の値＝前期の環境負荷量等×（当期の生産数量÷前期の生産数量）－当期の環境負荷量

2.環境保全の物量効果（事業エリア内） 対象範囲：東洋インキ単体

効果の内容
環境保全効果を表す指標

指標の分類 2005年度 2004年度 指標の値

1.事業に投入する
　資源に関する効果

2.事業活動から排出する
　環境負荷および廃棄物に
　関する効果

総エネルギー投入量（原油換算：千㎘）

水資源投入量（万㎥）

ＰＲＴＲ物質および日化協対象物質取扱量（千トン）

ＣＯ２排出量（千トン－C）

ＰＲＴＲ物質および日化協対象物質排出量（トン）

総排水量（万㎥）

廃棄物発生量（千トン）

廃棄物最終処分量（トン）

ＳＯＸ排出量（トン）

ＮＯＸ排出量（トン）

ばいじん排出量（トン）

COD排出量（トン）

４４．７

３１６

６５．２

２１.８

９０．６

２４８

１５．３

２８６

６．２

３４．５

１．２

９０．５

４１．３

３１５

６５．７

２１．４

９４．２

２５４

１６．８

３８６

６．８

３９．６

０．９

９４．２

△３．2

0

０．8

△０．3

4.0

7

１．6

102

０．６

５．3

△０．３

4．1

（注）環境保全効果の算定は、前年度との生産数量調整比較による方法で行いました。
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2.環境保全の物量効果
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環境調和効率指標

分　類 各効果項目のデータ集計上の定義、対象内容など 2005年度 2004年度

1.有価物の売却

2.省エネルギー

3.省資源効果

4.容器などリサイクル効果

5.廃棄物処理費節減効果

6.環境ビジネス

　経済効果の合計

使用済み容器の売却などによる収益

各拠点の省エネルギー活動の効果の合計を金額に換算

収率の向上など原材料の節減による効果

製品容器の再利用、タンク化による効果

廃棄物の削減による費用の節減効果

「環境調和型製品」として登録済製品の利益※の合計

３

４８

２２２

３２

３２

２，０３０

２，３６７

３

２５

２４２

１７

３４

２，６４２

２，９６３

3.経済効果 集計範囲：東洋インキ単体（単位：百万円）

※環境調和型製品の売上高に営業利益率を乗じた金額を計上

0

1

2

3

4

5

6

環境調和効率指標

0

50

100

150

200

250

2000 2001 2002 2003 2004 2005
（年度）

2000 2001 2002 2003 2004 2005
（年度）

300

0

20

40

60

80

100

120

350 140

環境調和型製品売上高指標 総合環境負荷指標

192

247
263

297

332

100

100

79.9

66.2 65.6 63.7

1.0

2.4

3.7
4.0

4.7

5.4

●当社の環境負荷の重要度の重み付け

重要な環境負荷 環境負荷の代替指標

※環境調和型製品売上高を2000年度を基準として指標化した値です。

当社独自の重み付け

地球温暖化

廃棄物増大

水質汚染

大気汚染

有害化学物質増大

CO2排出量

廃棄物最終処分量

COD排出量

NOX、SOX排出量

PRTR対象物質排出量

30%

20%

10%

10%

30%

環境調和効率指標＝

式A 環境調和効率指標

環境調和型製品売上高指標※

統合環境負荷指標

61.0

環境調和型製品売上高指標と統合環境負荷指標の推移 環境調和効率指標

　東洋インキは、環境負荷の低減と、環境

に調和した製品・サービスの提供による環

境経営の推進を重要な課題ととらえてい

ます。そこで2002年度に総合的な環境

負荷の低減状況や環境経営の進捗状況を

表す指標を導入しました。

　環境負荷については2002年度に東洋

インキ独自の重み付けを行い算出する「統

合環境負荷指標」を考案しました。2000

年度を基準に、どれだけ環境負荷が削減さ

れたかを示すものです。算出された数値

が小さいほど、ＣＯ２排出量や有害化学物質

排出量などを統合した環境負荷が少ない

ことを意味します。

　一方、環境経営指標の「環境調和効率指

標」は下記の式Ａで求めます。数値が大き

いほど、環境経営が進んだことを意味しま

す。2005年度の「環境調和効率指標」は、

基準年とした2000年度の5.4倍になり、

前年度から0.7ポイント伸びました。

2005年度の統合環境負荷指標は前年度

より2.7ポイント削減し、61.0になりまし

た。環境調和型製品売上高指標は前年度

比112％と伸長しました。

　東洋インキは「環境調和効率指標」を環

境と調和した経営の進捗度を表す指標と

して活用しています。今後も「環境調和効

率指標」の数値が大きくなるよう努力して

いきます。
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化学物質の適正管理

化学物質管理業務図

東洋インキ使用禁止物質一覧表

工程

原料調達

研究・開発

製造

出荷・販売

化学物質管理業務 支援システム・規程類

■新原料審査
■化学物質届出
　・指定化学物質・少量新規化学物質

■原料・化学物質ＤＢ
■化学物質リスク管理規則
■化学物質リスクマネジメント

■製品含有PRTRデータ
■MSDS提供

■製品ＰＲＴＲシステム
■ＭＳＤＳシステム

■ＰＲＴＲ排出移動データ ■工場ＰＲＴＲシステム

■GLP試験
　（優良試験所基準試験）

化学物質リスク管理規則

１． カドミウムおよびカドミウム化合物
２． ＰＢＢ（ポリブロモビフェニル
エーテル）類（1分子中に臭素原子
を４以上持つもの）

３． ＰＢＤＥ（ポリブロモジフェニル
エーテル）類（1分子中に臭素原子
を４以上持つもの）

４． 短鎖塩素化パラフィン類
　 （Ｃ１０～Ｃ１３のもの）
５． 石綿（アスベスト）

  ６．鉛および鉛化合物＊
  ７． 水銀および水銀化合物＊
  ８． 六価クロム化合物＊
  ９． 砒素および砒素化合物＊
１０． 結晶性シリカ
１１． ベンゼン
１２．コールタール
１３．塩化ビニルモノマー
１４．エチレンオキシド

＊鉛、水銀、六価クロム、砒素化合物は金属原子として０．１％以上
  含有する物質を禁止物質とする。

原料段階の化学物質管理図

製品設計計画

原料選択

既登録品 新原料調査

東洋インキ使用禁止物質含有

東洋インキ使用制限物質含有

新原料登録申請・承認・登録

製品設計

製品開発

原料・化学物質DB

Yes Yes

再
検
討

Yes

No

No（既登録品） 消費者使用段階で
1％以上含有

No

　東洋インキは原料・製品に含有する化学

物質の管理を徹底して行っています。

　原料・化学物質のデータベースを充実さ

せ、化学物質リスク評価に基づき化学物質

リスク管理規則を2003年5月制定・施行し

ました。

　化学物質リスク管理規則では、東洋イン

キ使用禁止物質、東洋インキ第1種使用制

限物質、東洋インキ第2種使用制限物質を

規定しています。化学企業であるからこそ

東洋インキは、化学物質の適正管理を推進

することにより、製品から消費者や環境へ

のリスクを未然に防止し、企業の社会的責

任を果たすとともに、お客様の要求に応え

ることこそが重要であると考えています。

　環境への影響が懸念される化学物質に

ついてはハザード評価、暴露試験、リスク評

価、リスクマネジメントというプロセスを考

慮し、使用禁止、使用制限、適正管理という

3つのレベルで管理しています。

１．東洋インキ使用禁止物質

欧州連合（ＥＵ）理事会指令で禁止、ＥＵや

国際がん研究機関（ＩＡＲＣ）、その他の発

がん性評価・分類で人に対し発がん性を

有することが確定している物質、毒劇法

の毒物、「鉛中毒予防規則」で規定される

鉛化合物を意図的に含有する製品の製

造・販売を禁止しています。

　（東洋インキ使用禁止物質一覧表参照）

２．東洋インキ第1種使用制限物質

ＩＡＲＣの人に対し発がん性の可能性があ

る物質、厚生労働省指定の変異原性物

質、ＥＵ生殖毒性物質、ＥＵ感作性物質等

により規定され、消費者に渡った段階で

当該物質を1％（固形分換算）以上含む恐

れがある場合、使用を制限しています。

３．東洋インキ第2種使用制限物質

アゾ基の還元分解により、発がん性の芳香

族アミンを生成する可能性のあるアゾ化合

物（アゾ顔料）として規定し、人の皮膚また

は口腔に直接かつ長時間接触する可能性

のある製品用途への使用を禁止するもの

で、ドイツ日用品規制に端を発しています。
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製品リスク管理

製品リスク管理図

リスクを未然に防止 処理後（情報連絡網）

住民の
環境意識

・得意先の経営姿勢
・低環境負荷
　資材要求
　（例：ソニー）

化学物質管理
・化学物質リスク評価
・化学物質リスク管理
・PRTR

処方化
・有害物質の削減、代替
・製品リスク評価

リスクコミュケーション
・製品情報公開（MSDS等）
・地域との情報交換
・排出とシミュレーション

グリーン調達
・使用禁止物質
・使用制限物質

原料から製造、廃棄に至る製品安全の体系

グリーン調達の推進

VOC排出規制の取り組み

　東洋インキは、化学物質の適正管理を

徹底するとともに、製品リスクを定義し、製

品リスクを未然に防止する取り組みを行っ

ています。東洋インキは、原料から製造、廃

棄に至る製品の全ライフサイクルにわたっ

て、環境保全と人の健康に配慮し製品の開

発および提供に努めています。

　東洋インキは、グリーン調達を徹底して

行い、電気・電子・情報機器メーカーで組織

する「グリーン調達調査共通化協議会」の有

害な化学物質の規制に対するガイドライン

への対応、2006年7月施行のＥＵ規制で

あるＲｏＨＳ指令（電気・電子機器）、ＥＬＶ指令

（使用済み自動車）へも対応しています。

　この一環としてソニーのグリーンパート

ナーの認定を国内外の製造拠点（国内6拠

点、海外4拠点）で受けています。その中で

2005年度は国内ではオリエンタル化成

㈱他の2拠点、海外では東洋インキタイラ

ンドが新規に認定を受けました。既認定の

国内4拠点、海外3拠点は更新監査で継続

して認定を受けています。今後も海外を中

心に認定拡大を進めていきます。

　改正大気汚染防止法に基づく、VOC（揮

発性有機化合物）の排出規制が平成18年

4月1日より開始されています。

　東洋インキは、グラビアインキをご使用

いただいているお客様の取り組みを支援

するため、VOC排出規制に対応するシス

テム作りを検討しています。

　東洋インキの該当設備は届出を実施し

ました。自社の設備は密閉型でもあり、改

善の必要はありませんが、対応として2回

／年の測定を実施しています。

保安･安全に配慮した設備

安全で環境に優しい製造プロセス

・イエローカード、容器イエローカード
・警告ラベル表示
・輸送時の安全確保システム

調達先

安全な製品と安全情報の提供

原材料MSDS

製品MSDS

廃棄

顧客の使用

安全な原材料の選定、入手

<購入品安全管理>

<生産安全管理>

<製品安全管理>

<物流安全管理>

安全な製品の企画・研究

環境マネジメント
ISO１４００１

品質マネジメント
ISO9００１
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　東洋インキは、「環境基本方針・行動指

針」に基づいて環境調和型製品の開発・販

売を推進しています。その一環として、環

境調和型製品の登録制度を実施していま

す。この制度は、事業ごとに製品の環境基

準を決めてＡ、Ｂ、Ｃの3つのランクに分

け、エコロジーセンターが製品を審査し、

基準に適合した製品を「環境調和型製品」

として登録するものです。登録した環境調

和型製品の売上高は毎年集計し、環境会

計の経済効果や環境調和効率指標に反

映。環境調和型製品の開発・販売促進を

図っています

　東洋インキの環境調和型製品の売上高

に占める割合を2006年度に全社製品売

上高の40％にする目標を掲げ、努力して

います。

　2005年度の全社売上高に占める割合

は35.5％で前年度より3.5％高くなり、グ

ループ製品の全社売上高に占める割合は

45.1％で前年度より2.6％向上しました。

　事業別でみると、グループ製品売上高に

占める環境調和型製品の割合は、オフ輪

インキ、新聞インキ、ＵＶインキは90％を

超え、枚葉インキ、フレキソインキは80％

程度になっています。溶剤型製品が多いグ

ラビアインキ群でも48％を超えていま

す。このように東洋インキの主力製品であ

る印刷インキは、環境調和型製品への転

換が進んでいます。
（注）ここで示すグループ製品とは、東洋インキの技術

部門が開発し、東洋インキおよび国内関係会社等
が生産し、東洋インキ本体が販売した製品を言い
ます。ただし、機械とその材料は除きます。

　環境ラベルにも積極的に取り組んでい

ます。第三者機関が認定するタイプⅠ環境

ラベルとしては、日本環境協会が運用す

るエコマークの申請を、印刷インキを中心

に実施。東洋インキの環境調和型製品で

あることを必須条件としています。

　これまでにエコマークの認定を受けた

製品シリーズはオフセットインキ、新聞イ

ンキ、グラビアインキ、ＵＶインキで31シ

リーズになっています。

　企業が自己宣言で認定するタイプⅡ環

境ラベルにも取り組んでいます。自主基

準のランクＡを満たす環境調和型製品の

中で、東洋インキの従来製品や他社製品

の類似製品より先進的な環境配慮がなさ

れていること、将来にわたり市場優位性が

期待されることなどの判断基準に基づき、

社内審査の上、認定します。これまでに5

製品群を認定しています。

環境調和型製品の登録制度と環境ラベル

東洋インキの環境ラベル

環境調和型製品の
環境基準のランク（概念）

Ａランク

・製品の対象市場において、最も環境調
和の程度が高い製品   

･長期間環境調和型製品として販売でき
る製品   

・他社製品に比べ環境調和の程度が明ら
かに優れている製品  

Ｂランク

・環境調和の程度がランクＡとＣの中間レ
ベルにある製品   

・現在の市場での環境調和の程度は十分
であるが、さらに改善の取り組みが必要
または計画がある製品   

Ｃランク

・設定された環境基準のいずれかはクリ
アしているが、さらに継続的改善が必要
な製品   

・該当する環境基準について、業界の規
制値はクリアしているが、他社製品との
差別化が不十分な製品   

エコマーク認定印刷インキシリーズ 東洋インキの環境ラベル製品

オフセットインキ（枚葉）
・ＴＫハイユニテイ
・ＴＫハイエコー 
・ＴＫハイユニテイＳＯＹ 
・ＴＫハイエコーＮＶ100 
・ＴＫエコツイン
・ＳＣＲ ＳＯＹ
・ＣＫウインエコー
・アクワレスエコーニューＳＯＹ
・アクワレスエコー ネオ
・ＴＫ両面機エコー
・ＴＫエコツイン ネオ
・ＴＫハイユニテイ ネオ
・ＣＫウインエコーＮＶ１００

オフセットインキ（オフ輪）
・ＷＤ レオエコー 
・ＷＤ スーパーレオエコー 
・ＷＤ アクワレス 
・ＷＫ Ｔ SOY
・ＷＫ Ｔ ＧＳＲ
・ＷＫ Ｄ SOY

フレキソインキ
・アクワコンテＳＯＹ
・アクワコンテＧＮ
・ＬＯＸ ＶＦ
・アクワＳＰＺ
・プリンク Ｇ

グラビアインキ
・ファインスター
・ＬＰ ＧＴ
・ＮＫＦＳ
・ＪＷ２５０
 アクワエコール

新聞インキ 
・ＮＥＷＳ ＫＩＮＧ ＥＣＯ 
・VANTEAN ECO

ＵＶインキ
・ＦＤハイブリッド

1.非塩ビマーキング「ダイナカルエコサイン」

2．ＵＶインキ「ＦＤハイブリッドエコーＳＯＹ」

3．水系カラー「ＥＭＦシリーズ」

4．水系顔料分散体「ＥＭＴ新シリーズ」

5．非塩ビインクジェットシート＆
　ラミネートフィルム「ダイナカルメディア」

＜環境マネジメントシステム＞環 境 報 告

VOC中の芳香族成分容量比
VOC成分

1%未満
0％



35

環
境
報
告

土壌・地下水汚染に対する体制

土壌・地下水汚染対策

第二東名の富士市内建設用地
における土壌汚染

東洋プリプレス（株）
九州事業所の土壌汚染

東洋製版（株）の土壌汚染

アスファルト舗装を施した当該地 解体中の東洋プリプレス（株）九州事業所

　東洋インキは、2004年4月、リスクマネ

ジメント委員会の下に土壌・地下水汚染対

策小委員会を組織し（現在は、環境・安全分

科会下の組織です）、土壌・地下水汚染に全

社的に対応する体制を整えました。また、国

内・海外の関係会社も含めた特定有害物質

使用履歴調査などを実施し、土壌・地下水汚

染のリスクを明確にしています。現在、「土

壌・地下水汚染は創立100周年（2006年

12月）までに浄化する。」という目標に向

け、順次必要な対策を実施しています。

　東洋インキの富士製造所が、平成14年

3月に第二東海自動車道（第二東名）建設

にあたり中日本高速道路（株）（旧日本道路

公団）に売却した用地からダイオキシン類

の検出が確認され、平成17年10月13日、

中日本高速道路（株）と共同記者会見を行

いました。

　当該地には、昭和49年から昭和51年ま

で、工場排水脱水汚泥を埋設処分する目的

で行政に届出を行った上で、コンクリートで

囲ったピットに汚泥を埋設しました。その

後、表面を覆土しグラウンド及びテニスコー

トとして使用していました。用地売却に際し

て、土壌汚染対策法に準拠した特定有害物

質の測定を行い、基準値以下であることを

確認しており、また、埋設開始時より定期的

に観測井戸のモニタリングを行い、重金属

等の漏出がないことも確認していました。

　東洋インキ及び中日本高速道路（株）で

は、学識経験者、行政、近隣住民等からなる

「第二東名高速道路富士市内建設用地にお

ける汚染土壌の処理に関する委員会」を組

織し、適切な処理方法の検討を行っていま

す。なお、当該地は施工個所及び掘削土砂

をシートで覆い砕石を敷設し、更にアスファ

ルト舗装により飛散防止の措置を施してい

ます。

　東洋プリプレス（株）九州事業所（北九州

市小倉北区宇佐町）は、昭和42年より当該

地で製版事業を行ってきましたが、平成18

年1月、同市小倉南区の新工場への移転に

伴い、有害物質使用特定施設の使用を廃止

しました。

　このため、土壌汚染対策法第3条に基づ

く土壌汚染状況調査を行った結果、2つの

単位区画（200m２）で六価クロム化合物の

土壌溶出量が基準値を超過していることが

確認、土壌汚染対策法に基づく指定区域に

指定されました。

　現在、東洋プリプレス（株）九州事業所の

事務所の解体撤去及び、汚染土壌を掘削除

去、浄化を完了しています。なお、当該地の

地下水からは六価クロム化合物は検出され

ませんでした。

　東洋製版（株）（札幌市西区西町南11丁

目）は、昭和47年から平成2年まで製版を

行っていた旧工場の土壌汚染調査を自主

的に実施し、その結果、土壌から土壌溶出

量を上回る六価クロムが、地下水からも基

準値を上回る六価クロムが検出されまし

た。

　東洋製版では、2006年8月1日、これら

の結果を札幌市に報告し、8月10日に記者

会見、8月11日に住民説明会を実施しまし

た。また、札幌市の調査で周辺5ヶ所の飲用

井戸から六価クロムは検出されないことが

確認されました。今後は、札幌市の指導に

基づき、土壌汚染対策法に基づくものと同

等以上の調査と適切な措置を講じる予定で

す。

東洋製版（株）旧工場跡地（駐車場として利用）
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　東洋インキグループでは、物流におけ

る安全確保はもとより、製商品、原料、廃

棄物の輸配送における環境改善の取り組

みを物流担当関係会社のロジコネット

（株）と連携して進めています。路線業者

への運送依頼分と産業廃棄物の輸送量

を除いた国内輸配送量は約４，０００万ト

ンキロです（２００５年度実績）。

　当社は、２００５年度から、物流面にお

けるエネルギー使用量の実態把握がで

きるよう、業務改善とシステムづくりを進

めてきました。２００６年度は、自社開発し

たデータ入力システムを使用して物流情

報を蓄積し、省エネルギー対策に利用し

ていきます。

　鉄道貨物輸送のＣＯ₂排出量は、ト

ラックで同一重量・距離輸送を行った場

合の１／８です。

　当社は、トラックによる長距離輸送を

鉄道貨物輸送に変えていくこと（モー

ダルシフト）を積極的に進めています。

　その取り組み結果が実を結び、２００６

年２月２４日、当社は生産財メーカーの

中で国内初の「エコレールマーク認定

企業」に選ばれました。

　「エコレールマーク」は、鉄道貨物輸送

を活用し、環境負荷低減など地球環境問

題に積極的に取り組んでいる企業であ

ることを認定するものです。

　当社では、温室効果ガスの一つであ

るＣＯ₂排出量削減に向けて鉄道貨物

輸送を今後も拡大していきます。

　環境にやさしい天然ガス自動車の本

格的普及が、社会的に、強く望まれて

います。

　ロジコネット（株）関西事業所では、天

然ガス自動車を１９９９年から順次導入し

てきました。

　２００６年３月末現在、大阪市内を中心

に５台を運用しています。

今後、他事業所でも天然ガス自動車導入

を進めていきます。

物流における環境負荷低減活動

1.データベース構築の体制づくり

2.鉄道貨物輸送の拡大

3.低公害車の導入

担当者のコメント担当者のコメント担当者のコメント

ロジコネット（株）関西事業所では、大阪を中心に京都、神戸と滋賀県の一部に専属車両４０台で、月間
約３０００トンの製商品を配送しています。
主な品種は、グラビア・オフセット・新聞等の印刷インキ、印刷材料と接着剤、顔料等です。
また、関西事業所では、関東の川口事業所と同様にサカタインクス（株）との共同拠点として配送効率
の向上を目指し、活動しています。  
最後に、当事業所は第二京阪国道建設に伴い拠点整備工事が進められ、厳しい環境の中、全従業員一
丸となり、物流に於ける定常品質の維持、向上と環境対応に注力しながらＣＳ向上を目指し、業務に取
り組んでいます。

関西事業所　平野 所長

＜環境マネジメントシステム＞環 境 報 告

1999年

2003年

2005年

1

2

2

2t

2t

2t

台数車種導入年

関西事業所の天然ガス自動車

物流データ入力画面

認定基準

当社実績

鉄道利用率15％以上
＊500km以上の陸上貨物輸
送における鉄道利用比率。
数量又は数量×距離比率で
評価。

数量比率で46.8％
達成
（2005年1月～12月）

エコレールマーク認定証
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担当者のコメント

　東洋インキでは、RC活動の原則・基準

に従い、関係会社も含めた国内の生産拠

点に対し、システムとパフォーマンスの両

面から年1回内部監査を行っています。

　日本ＲＣ協議会の指針を踏まえつつ、

独自に作成した「東洋インキＲＣ内部監

査チェックリスト」を使用して行った評価

結果は監査報告書としてまとめ、各事業

所へフィードバックしています。

　海外の生産拠点でも、労働安全・保安

防災に関わる事故が発生しています。そ

の対策として、日本国内で実施している

ＲＣ監査、レイアウト調査のそれぞれの特

徴を活かして「海外生産拠点用チェックリ

スト」を作成しました。10個の大項目と

253個の小項目をあげ、網羅的にチェッ

クが可能な工夫をしています。これに基

づいて、エコロジーセンター、ＳＣＭ本

部、国際本部が連携して中国極ならびに

アジア極を重点的に監査して重大リスク

の洗い出しを行いました。

　2005年度は海外８つの生産拠点で

監査を行いましたが、その結果を踏まえ、

重大リスクの低減に向けて、細部にわた

る改善指示を行い改善実施報告を義務

付けています。

　近年、日本のあちこちの生産現場で深

刻な事故が多発し、職場の安全管理や設

備の見直し、強化が求められています。

　こうした状況に鑑み、東洋インキは

2003年度から、ＲＣ内部監査に加えて、

各生産拠点の「保安防災」「安全衛生」

「環境保全」に関わる重大な潜在リスクの

抽出と同活動のレベルアップを目指した

レイアウト調査を、全製造所並びに国内

生産系子会社で実施しました。これは、本

社部門が客観的な目で、三現主義に基づ

いて、潜在的に危険な箇所や不安全作業

を特定・評価・改善指導して、事故を未然

に防ぐ活動です。

　特に、「人・設備・建物等」のレイアウト

に起因する許容できないリスクを集中的

に抽出し、危険度の高いリスクに対して

はハード、ソフトの両面から計画的な改

善を図って、地域社会も含めた安全の確

保を目指しています。

　2005年度は対象範囲を海外に拡大

し、複数の本社部門が連携・参画して8つ

の生産系子会社で同様の調査を行い、重

大リスクの低減に向けた細部にわたる改

善指示を行い、改善実施報告書を義務付

けています。

ＲＣ監査・レイアウト調査・海外極の環境安全監査

レイアウト調査

ＲＣ（レスポンシブル・ケア）監査 海外極の環境安全調査

2005年 2004年 2003年

2003～2005年の
内部監査結果の比較

研究開発

物流安全

マネージメント
システム

労働安全

社会との
対話 保安防災

環境安全

化学品
製品安全

本体生産系

2005年 2004年 2003年

研究開発

物流安全

マネージメント
システム

労働安全

社会との
対話 保安防災

環境安全

化学品
製品安全

関連会社生産系

＜評価基準＞
■１００点： 模範的で優れている
■  ８０点： 優れている
■  ６０点： 必要最低限レベル
■  ４０点： 問題

＜評価結果＞
■本　　体： 全コードがレベルアップ。
 ＩSO14001認証取得が牽引
■関係会社： ISO的考え方の浸透と管理への
 反映の遅れはあるが、全体的には
 レベルアップ

90
80
70
60
50

90
80
70
60
50

海外生産拠点の支援体制

海外生産拠点

・静電気等安全に関わる現地で核になる人材の育成
・海外赴任者への安全教育充実

・安全、生産、品質に関わる知見の現地移植と
 改善支援

部門提携

・潜在的な重大リスクの対策
定期監査と改善指導（2～3年ごと）
・是正計画内容と結果の確認
・重大事故発生時の現地確認と
指導（随時）

エコロジーセンター

・プロセス、設備の現状調査と安全設計
指導継続
・重大リスク低減の安全設計基準明確
化と機器選定支援
・安全教育や実習教材の設備と提供
・現地への人材派遣
（設備安全設計のプロ）

SCM本部-TIEC

マザー工場（関連事業部）
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環境教育･コミュニケーション
社会・環境活動報告書、社内報 環境教育、啓蒙

展示会、セミナー活動

グリーンブック2006

エコプロ展風景

国際本部笹島企画室長

エコバッジ

＜環境マネジメントシステム＞環 境 報 告

■社内報「グリーンブック」

　昨年度に初めての試みとして環境月間

に発行した社内報「グリーンブック

2005・環境編」は、東洋インキグループ

の環境経営を社員が理解し、一人ひとり

の意識高揚と実践活動の充実を図るうえ

で一定の役割を発揮しました。

　2006年2月には、「グリーンブック

2006環境・安全編」を発行しました。化

学製造業として必須な化学物質管理に

関する内容について、輸出業務やGHS

対応も含めて充実させると共に、安全衛

生、保安防災面での重要な指針や実態に

ついて記載しました。

■社会・環境活動報告書、サイトレポート

　　2005年版は「社会・環境活動報告書」

と改題し、社会的活動報告を13ページに

して充実させるとともに、活動内容の具

体的記述に心がけました。また、製造所・

工場単位でも社員向けに環境･安全・防

災などの理解を深める目的で、サイトレ

ポートを発行しています。

■インターネット情報活用

　インターネットなどのネットワークを

利用し、空いた時間に好きな場所で学

習できるe-ラーニングの導入を検討し

ています。

　その手始めとして、国立環境研究所環

境情報センターがホームページ上で展

開している「環境情報クイズ」への参加を

社内に呼びかけ、e-ラーニングに慣れ親

しむツールとしても活用することを開始

しました。

■オリジナル「エコバッジ」作成

　　緑の葉をモチーフに社名を配したオリ

ジナルデザインで、環境に対する意識付

けとノベルティ目的に作成しました。

■エコプロダクツ展

　12月に開催された第7回「エコプロダ

クツ2005」は、企業、NGO・NPO、行政・

自治体、大学・研究機関など500以上の

団体が出展し、3日間で来場者が14万人

を超える大規模な展示会となりました。

東洋インキは、昨年の倍の展示スペース

を使い、環境調和型製品の「ダイナカル

エコサイン」「可食性インキ」などの展示

を行いました。

　また、併催された「第2回エコプロダク

ツ大賞」のエコサービス部門において優

秀賞を受賞した「東洋MPエコサイクル

システム」について、共同開発者の（株）

アップコーポレーション、JFEコンテイ

ナー（株）の協力を得て、使用するMP缶

の実物展示および説明を行いました。

■中国で包装技術セミナー開催

　中国国内では、食品包装の安全と衛生

に関する問題が食品および包装業界に

おいて大きな関心ごととなっています。

中国で主に包装用グラビアインキを製

造販売している関係会社　江門東洋油

墨は、2006年3月に広東省江門市で

「東洋インキ高性能環境対応製品技術

交流および推薦紹介講演会」を開催し

ました。

　取引先約250名の参加を得た講演

会では、東洋インキの製品紹介に加え、

中国包装資源綜合使用委員会の副主任

や広東省包装技術協会の責任者などを

交えた情報交流も活発に行われました。

中国国内の包装印刷業界が健全な環境

対応方向へ発展するよう今後ともリード

していきます。

社会・環境活動報告書2005
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ISO14001認証取得

●東洋インキグループのISO14001認証取得状況

本体事業所

事業所名

事業所名

川越製造所

富士製造所

埼玉製造所

守山製造所

岡山工場

中部支社

川越製造所（着色生産部拡大）

川越製造所（西神地区拡大）

富士製造所（旧天間工場拡大）

守山製造所（表示材料生産部、岡山工場拡大）

埼玉製造所（オフセットインキ拡大）

取得年月日

拡大認証年月日

21日

21日

24日

25日

31日

3日

21日

7日

7日

17日

16日

審査登録機関

審査登録機関

1997年  2月

1997年  4月

2001年  5月

2002年  4月

2005年  3月

2006年  4月

2001年  4月

2005年  3月

2002年  6月

2003年  4月

2005年  6月

日本化学キューエイ（株）

（財）日本品質保証機構

日本検査キューエイ（株）

日本検査キューエイ（株）

日本検査キューエイ（株）

日本化学キューエイ（株）

日本化学キューエイ（株）

日本化学キューエイ（株）

（財）日本品質保証機構

日本検査キューエイ（株）

日本検査キューエイ（株）

生産系海外事業所

事業所名
FRANCOLOR PIGMENTS S.A  HQ and Villers-St.Paul Factory［フランス］ 

　　　　　　　　　　　　　　　  Oissel Facyory［フランス］

TOYOCHEM INK PTE.LTD［シンガポール］

天津東洋油墨有限公司［中国］

LIOCHEM INCOPORATED［米国］

TOYO-INK COMPOUNDS CORPORATION［フィリピン］

台湾東洋彩光股份有限公司［台湾］

上海東洋塑料着色有限公司［中国］

TOYOCHEM SDN.BHD［マレーシア］

TOYOCHEM GRAPHICS SDN.BHD［マレーシア］

TOYOCHEM PRINTING CHEMICAL SDN.BHD［マレーシア］

TOYO INK(THAILAND)CO.,LTD

取得年月日 審査登録機関
8日

28日

1日

7日

23日

23日

6日

18日

12日

12日

12日

27日

1997年 7月 

1998年  4月

1999年12月

1999年12月

2000年  3月

2004年  1月

2005年  1月

2005年  4月

2005年  7月

2005年  7月

2005年  7月

2006年  3月

AFAQ

AFAQ

SGS

国家環境保全局華夏認証中心

Ｄeloitte ＆Ｔouche

BVQI

BSI

国家環境保全局華夏認証中心

SGS

SGS

SGS

SGS

国内関係会社

事業所名
東洋ペトロライト（株）

東洋モートン（株）

日本ポリマー工業（株）

東洋インキ東北（株）

マツイカガク（株）

愛知東洋インキ（株）

オリエンタル化成（株）

取得年月日
30日

26日

30日

4日

1日

26日

10日

審査登録機関
2001年  1月

2001年  4月

2003年  6月

2003年  8月

2003年12月

2004年11月

2006年  3月

日本検査キューエイ（株）

MOODY INTERNATIONAL

日本化学キューエイ（株）

日本化学キューエイ（株）

日本化学キューエイ（株）

（財）日本品質保証機構

（財）日本品質保証機構

　東洋インキは環境目的として、2006年

度を目標に東洋インキ本体の全事業所と国

内外の生産系関係会社でのISO14001認

証取得を掲げ、推進しています。

　2005年度以降は東洋インキ本体では

非生産事業所である中部支社が認証取得

しました。国内外の関係会社ではオリエン

タル化成、上海東洋塑料着色有限公司、

TOYOCHEM SDN.BHD、TOYOCHEM 

GRAPHICS SDN.BHD、TOYOCHEM 

PRINTING CHEMICAL SDN.BHD、

TOYO INK(THAILAND)が認証取得しま

した。現在、東洋インキ本体では非生産系

事業所では関西支社が認証取得活動を

行っています。また、各（事業）本部で全社

環境マネジメントシステムの構築の活動を

開始しています。

　ISO14001への認識を踏まえて、大手

企業が仕入先にISO14001認証取得を要

請したり、自治体が入札の優先条件にその

認証取得を含める動きが強まってきていま

す。日本印刷産業連合会やグリーン購入

ネットワーク（GPN）から印刷サービスに関

するガイドラインが出されており、これらの

中では、印刷事業者がISO14001の認証

を取得していることも判断基準のひとつと

なっています。

　このような状況を踏まえ、東洋インキは

ISO14001の認証取得を目指す顧客に対

し、その支援を行っています。
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CO2排出量の削減とエネルギー使用量の削減

環境負荷の低減
　東洋インキは、各種の化学製品を製造・販売する事業活動を通して、さまざまな環境側面に負荷を与えています。この
ため、係わっている環境負荷をできる限り的確に把握し、低減していくことを経営上の重要課題の1つと考えています。
　東洋インキはこの考えに基づいて、事業活動における省エネルギー化の推進、廃棄物・環境汚染物質の削減、環境へ
の影響が懸念される化学物質の排出削減などさまざまな取り組みを行って、事業活動が最大限に環境と調和するように
注力しています。
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＜環境負荷の低減＞環 境 報 告

（kℓ）

　2005年度の東洋インキ本体のCO2

（二酸化炭素）排出量は21,816トン（炭

素換算；t - C）、エネルギー使用量は

46,446k（原油換算）、原単位（製品生

産量比）は224 /トンでした。2004年度

と比べてCO2排出量は379トン（炭素換

算）増加しましたが、CO2原単位は１ｋｇ－

C/トン減少しました。また、エネルギー使

用量は687k 増加しましたが、エネル

ギー原単位は1 /トン減少しました。

　これは、生産量の増加によってCO２排

出量もエネルギー使用量も増加しました

が、それぞれの原単位が減少したことか

ら、燃料転換や省エネルギーは進んだと

言えます。

　2002年度に東洋インキは、CO２排出

量の削減について、次のように変更しまし

た。「東洋インキ本体の製造所・工場におけ

るCO２排出量を、2006年度を目標に

1990年度の水準までに削減する」。

この目標達成に向けた削減計画に基づき、

各拠点で対前年比2％削減という目標を

掲げて活動計画を立案しました。

　これについては、2005年度の結果から

も、目標を達成することは非常に難しい状

況にあると考えています。

　CO２排出量を削減するため、2005年

度は日常業務における節電活動はもとよ

り、主に次のような活動を行いました。

　川越地区では、廃液に含まれる溶剤や樹

脂を分離してボイラーの燃料として再使

用する量の拡大や燃焼式排ガス処理設備

の省エネ化検討の他に、当社としては2例

目のコージェネレーションシステムを

2006年度に導入する事を決定しました。

　埼玉地区では、ボイラーの燃料転換検

討の他に、熱回収による省エネ対策を行

い、これらを軸とした燃料転換や省エネ活

動を推進して、全社の目標に近づけたいと

考えています。

　国内の生産系関係会社における2005

年度のCO２排出量は2,588トンで、前年

度よりも161トン（6.6％）増加しました。

また、海外の生産系関係会社については

11,916トンでした。

　国内の生産系関係会社における2005

年度のエネルギーの使用量は原油換算で

5,515kℓで、前年度よりも388kℓ（7.6％）

増加しました。また、海外の生産系関係会

社については23,247kℓでした。
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廃棄物最終処分量の削減

廃棄物発生量（本体） 廃棄物発生量（国内関係会社） 廃棄物発生量（海外関係会社） 最終処分量（本体） 最終処分量（国内関係会社）

00 01 02 03 04 05

1
9
.7
3
2

1
,5
7
1

1
7
3

1
8
,0
1
0

1
,3
5
5

1
,3
4
7

1
3
,7
7
3

1
6
3

1
7
,7
0
5

1
,0
1
7
1
3
,9
6
5

9
3

1
7
,0
6
4

5
2
7
1
1
,4
7
6

1
0
1

1
6
,8
0
9

3
8
6

5
,7
6
1

1
,2
8
4

1
5
,3
3
8

2
8
6

20,000

15,000

10,000

5,000

0

（トン）

（年度）

廃棄物の発生量および最終処分量

　2005年度の廃棄物発生量は、東洋イ

ンキ本体15,338トン（前年度比8.8%

減）、国内関係会社4,432トン（同11%

増）、海外関係会社2,338トン（同59%

減）でした。また、最終処分量は東洋インキ

本体286トン（同25.9%減）、国内関係会

社1,347トン（同5%増）でした。

　東洋インキ本体の最終処分率は1.9%

で、前年度の2.3%から0.4ポイント減少

しました。東洋インキでは、ゼロエミッショ

ンを「廃棄物発生量に対する最終処分量

が1%以下」と定義していますが、東洋イ

ンキ本体の川越製造所を除く5事業所と、

国内関係会社1社でゼロエミッションを達

成しています。

　東洋インキでは、2005年12月、国内

の事業所の唯一の焼却炉である川越製造

所の大型焼却炉を廃止しました。2005年

度は、12月までにこの焼却炉によって廃

溶剤、廃水（廃酸、廃アルカリ）、廃プラスチ

ック類など、川越製造所で発生する廃棄物

の32%にあたる約2,550トンの廃棄物

を焼却しました。

　川越製造所では、焼却によって、48.8ト

ン／日の蒸気を得て、場内で使用していま

した。東洋インキではこれも「熱回収」と見

なし、再資源化とカウントしています。一

方、焼却の際の燃え殻も計量し、これを管

理型処分場で埋立処理してきましたので、

この量は最終処分量にカウントしていま

す。2005年度は約170トンの燃え殻が

発生しています。

　川越製造所では、焼却炉廃止をゼロエミ

ッション達成の機会と捉え、これまで焼却

炉で処理していた廃棄物を、図のような手

段で再資源化を図りました。

　このうち、副生液ボイラーシステムは、

高粘度の廃ゲルを適切な廃溶剤で希釈・分

散し（副生液）、これを分散機で重油中に高

速分散することで、ボイラーで安定して燃

焼させることを可能にしたものです。副生

液燃料の利用で、重油単独燃焼に比べて

CO2が40%、NOxが15%、SOxが40%

低減しました。

　また、廃水については、廃水中の有機物

濃度で処理方法を変え、低濃度の廃水は

活性汚泥方法で、高濃度の廃水はドラムド

ライヤーにより蒸発させ触媒酸化により無

害化する方法で処理します。廃水処理後に

発生する汚泥等は、セメント原料として再

資源化しています。

　これらの処理方法によって、川越製造所

の焼却炉で焼却していた廃棄物のほとん

どを再資源化することが可能になり、ゼロ

エミッションが達成されると考えています。

廃棄物発生量・最終処分量の実績

川越製造所の焼却炉廃止

焼却炉廃止とゼロエミッション
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水の循環利用

化学物質排出量の削減

化学物質排出量の推移

富士製造所の水循環利用図
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＜環境負荷の低減＞環 境 報 告

　東洋インキは、長年にわたり、生産量が増

えても水の使用量は増加させないよう努力

を続けてきました。2005年度の本体の用

水全使用量は316万㎥で、前年度とほぼ同

量でした。

　東洋インキ本体の用水全使用量の約

70％を使用する富士製造所では、水を循

環利用し、使用量を抑制しています。

今年度、アゾ系（黄、赤顔料の製造工程）で

使用する水（富士製造所で使用する水（地

下水）のほぼ半分を使用）の効率的利用を

目論んだ貯水槽（ハード）および採水方法

（ソフト）両面で改良を行った結果、2005

年度の富士製造所の水使用量原単位は

41.4㎥／tで、前年度に比べ約4％改善さ

れました。

また、水の有効利用と並行して今年度は、

水質維持の為に新たに活性汚泥処理設備

を導入、排水負荷（COD値）10%低減を目

論んでいます。

更に、製造工程の変更についても検討を進

めており、製造工程で水を使わないブルー

顔料の製造方法の確立にも努めています。

　水使用の効率化については、今後も地道

な努力を積み重ね、水資源の有効活用に努

めていきます。

　東洋インキはPRTR法の制定以前より、

自主的にPRTR（Pollutant Release 

and Transfer Register：環境汚染物質

排出・移動登録）に取り組み、東洋インキ本

体の各製造所・工場で使用している化学物

質について、環境汚染が懸念される物質の

年間使用量、排出量などを調査し、（社）日本

化学工業協会（日化協）に報告しています。

　現在の調査対象物質はPRTR法第一種

指定化学物質354物質群と日化協指定の

284物質群で、重複している物質を除き計

480物質群となっています。

　国内の生産系関係会社についても、

PRTR法に基づく行政への届出にあわせて、

全ての事業所で同様な調査を行いました。

　2005年度の東洋インキ本体における

化学物質の排出量は、2004年度に比べて

3.6トン、国内関係会社の排出量は、28.0

トンと大幅減少しました。

　東洋インキは、これからも製品の水性化

の推進やこれらの有機化合物の除去回収

等によって、化学物質の排出量低減に努め

ます。

　PRTR法に基づき、東洋インキ本体の製

造所が行政に届け出た「第一種指定化学物

質の名称並びに排出量及び移動量」のデー

タは、P48～49に掲載しています。
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環境汚染物質排出量の削減

化学物質排出量の推移（本体）

窒素酸化物（NOX） 硫黄酸化物（SOX）

化学物質排出量（関係会社）

ばいじん 化学的酸素要求量（COD）

東洋インキ本体 国内関係会社 海外関係会社

東洋インキ本体 国内関係会社 海外関係会社

東洋インキ本体 国内関係会社 海外関係会社

東洋インキ本体 国内関係会社 海外関係会社
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　東洋インキでは、窒素酸化物（NOx）、硫

黄酸化物（SOx）、ばいじん、化学的酸素要

求量（COD）といった環境汚染物質につい

て、その排出量を把握し、特にSOxについ

ては、発生の原因となる重油を他の燃料に

切り替えるなど、削減のための取り組みを

行っています。また、CODについては、総排

出量の規制を受ける事業所もあり、濃度の

測定や排出量削減に向けた努力を続けて

います。

　2005年度は前年度に比べ総じて減少

傾向にあります。今後も取り組みを継続し、

環境汚染物質の低減に取り組んでいきま

す。
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ハイユニティSOYカレイドの開発

ガモット図（Yxy平面）

印刷情報事業本部
インキ技術部　第1課

落合　可江

印刷情報事業本部
インキ技術部　第1課

吉田　悟

担当者のコメント担当者のコメント担当者のコメント

　オフセットインキの長い歴史の中で、ジャパンカラーの制定やカラーマネージメントシステム
の構築といった印刷インキの標準化が進む近年、プロセス4色の色相を従来のものから大きく
変えることで印刷物の色域を広げるという手法は長い間考えられていませんでした。カレイドシ
リーズは、高鮮明性顔料と高溶解性樹脂の採用により、従来のインキと比較して一次色のみな
らず、二次色、三次色の発色までも鮮明にすることが可能となり、従来のプロセスインキでは実
現できなかった色領域の再現を可能としました。
　広演色印刷の実現にあたっては、インキのみならず、プリプレスや印刷方式（ICCプロファイ
ルの作成及びそれを使用した色分解、適性濃度の把握及び徹底した濃度管理）も重要であり、
自部門だけでなく関連部署（カラーマネージメントセンター、開発研究所、ジーエーシティ（株）、
色材技術部門等）の協力を得て、成し遂げることが可能であったと考えております。

開発の背景 広演色インキと
印刷システムの特徴

カレイドの今後の検討課題

担当者のコメント

＜環境調和型製品の研究開発＞環 境 報 告

環境調和型製品の研究開発

　近年、オフセット印刷では、デジタルカメ

ラ等の普及で印刷原稿のRGB（特に

AdobeRGB）による入稿が増加し、取り扱

われるデータがより色再現領域の広いもの

へとシフトしつつあります。しかし、従来の

オフセットプロセス4色印刷（ISO規格の

ジャパンカラー2001に準拠した黄・紅・藍・

墨を使用する4色印刷）では色再現領域が

限られ、製版工程でいくら工夫を凝らしても

限界がありました。苦労してデザインされた

RGBイメージが印刷工程において色再現

領域が狭くなってしまい、企画者（デザイ

ナー・クライアント）が抱いている最終印刷

物のイメージと実際の仕上がり品との格差

に悩まされているのが現状でした。

　広い色域を再現する手段として、多色印

刷（6色・7色印刷）が主流となっている昨

今、従来の4色印刷で色再現領域を広げる

ことが可能なインキとして「TKハイユニ

ティSOYカレイド」を開発しました。　　　

　　　　　　　　　　　　　

　TKハイユニティSOYカレイドシリーズ

は、「紙製印刷物」のエコマーク認定基準

（Ver.2）をクリヤーするアロマフリー石油

溶剤が30％以下であり、また、アメリカ大

豆協会の認定を受けた大豆油20％以上を

含有する大豆油インキです。

　カレイドは4色で広演色印刷（広演色：一

般には高演色と表記されますが、広い色域

をカバーするという意味を込め「広演色」と

しています）が可能な為、多色印刷に必要

な印刷機（6色機以上）が必要なく、ユニット

数が減少します。このため、印刷時のエネル

ギーロス減、版・ブランケット等の削減、イン

キ使用量・廃品の削減が可能となります。ま

た、プリプレスにおいては6色分解以上の

煩わしさがなく、多色印刷で頭を悩ませて

いた濃度管理や印刷見当精度の管理も、カ

レイドの使用により従来の4色印刷と同様

の管理で印刷可能となる為、結果としてお

客様のトータルエネルギーロスの減少とい

う観点から環境対応へ貢献できます。

　より環境面に配慮した水無しへの展開を

考えています。水無しインキは、製版工程で

の現像廃液、印刷工程での湿し水廃水の削

減が可能で、水あり印刷に比べより環境対応

を図った印刷方式です。また完全Non-VOC

化が可能な紫外線硬化型インキへの展開

も今後の大きな目標としています。

ガモット図（a*b*平面）

Adobe RGB
カレイド

従来インキ

従来インキ
カレイド

従来インキ
カレイド

カレイドと多色印刷の比較図

Ｊａｐａｎ Ｃｏｌｏｒより広い

既存のまま

既存４色機

既存のまま

インキのみ

４色

カレイド

Ｊａｐａｎ Ｃｏｌｏｒより広い

専用ソフト/ハードが必要

６色機以上

厳密な条件管理

設備投資・インキ/資材

プロセス４色＋特色

６・７色印刷

色再現性

プリプレス

使用印刷機

印刷管理

コスト

インキ
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担当者のコメント

塗工材製品の環境対応

高分子技術統括部
開発部　第2G

中村　稔

高分子技術統括部
技術3部　第2G

小林　英宣

担当者のコメント担当者のコメント担当者のコメント

　鉛フリー対応耐熱接着シートは、260℃の鉛フリーはんだ耐熱性を有し、PI・ガラエポ・SUS
等のFPC構成材料に対して優れた接着力を発現する熱硬化型の接着シートです。2006年7月
から、鉛はんだを使用したエレクトロニクス製品のEU諸国での販売が禁止となることから、FPC
メーカーが使用する材料の再検討を始めるため、大きなビジネスチャンスがあると考えられまし
た。R&Dと事業部の連携開発による試行錯誤の結果、業界では稀なウレタン樹脂をベースとし
た差別化製品の開発に至りました。今後は、本製品で蓄積したノウハウを応用し、より高付加価値
な製品開発を行なっていきたいと思います。

1．環境調和型耐熱接着シート

2．環境対応マーキングフィルム：
ダイナカルエコサインの欧州展開

　塗工材製品は、色材および粘・接着材料と

塗加工技術の組み合わせにより、接着テー

プやマーキングフィルムを中心とした機能

性を重視した付加価値を提供しています。

　塗工材製品の環境対応は、安全な材料の

使用や製造プロセスの省エネ化など自社

の製造段階における努力に加え、顧客・市場

の使用プロセスや廃棄段階の環境負荷低

減に寄与するものにまで広がっています。

　今回は、特に環境問題に厳しいEU市場

の規制を考慮した展開を視野に入れた製

品についてご紹介いたします。

（1）背景

　環境問題の視点から、半導体基板

やFPC(フレキシブルプリント回路)に

使用されるはんだは、従来のSn-Pb

共晶系から鉛フリー系への切り替え

が進んでいます。特に、欧州では

2006年7月からWEEE/RoHS指

令が施行され、有害6物質に指定され

ている鉛を含む製品は販売が出来な

くなります。

　鉛フリー化に伴いはんだの融点が

183℃から220℃と高くなる結果、

リフロー温度が230℃から260℃ま

で上がるため、使用される材料にはよ

り高度の耐熱性が要求されます。　

（2）鉛フリー対応耐熱接着シート

　耐熱接着シートとはFPC（フレキシ

ブルプリント回路）の補強板固定用に

使用されるシート状接着剤です（図参

照）。補強板とは、FPCのようにそれ

自体の強度が小さい場合にその裏側

に貼合し複合化するための板で、回路

のコネクター部等折り曲げができな

い場所に使用されます。FPC回路は

今や携帯電話、デジタルカメラ、

DVD、CD等あらゆる精密電気機器

内で使用されています。

　東洋インキが開発した耐熱接着

シートは、独自に開発したウレタン樹

脂をベースにしています。120℃以

上の温度で加熱硬化させることがで

き、接着後は220～260℃という高

温でもクラック（発泡）等が起こらな

い、極めて高い耐熱性を持っていま

す。さらにポリイミド（PI）、銅、ガラエ

ポ、アルミ、SUS等のFPC構成材料

に対し10～25N/10mmという高

い接着性を持っています。

　また、表に示すように、他社で開発

されているアクリル系、ゴム/エポキ

シ系の耐熱接着シートと比較しても

特徴ある製品になっています。

（1）背景

マーキングフィルムは、「貼る塗料」と

して、従来の塗料を塗装する方式に

替わり近年市場が拡大しており、主

に、屋外看板や車両等の装飾や表示

に使用されています。

東洋インキは、従来の塩ビに替わり、

アクリル系樹脂のフィルムと粘着剤

で構成されている「ダイナカルエコサ

イン」を開発・上市し、環境に関心のあ

る企業からの採用が増えています。

（2）欧州展開

このダイナカルエコサインを日本だ

けでなく海外、特に環境問題を重視し

ている欧州（特にドイツ）を中心に展

開して行きます。また、市場も屋外看

板・車両装飾だけでなく、新たに重機

械のラベル／

自動車の塗装

の代替等への

展開も行って

いきます。

耐熱接着シートの構成
セパレーター（フィルム）

シート状接着剤

セパレーター（紙）

△

×

◎

○～△

耐熱接着シートの樹脂系による物性比較

剥離強度
（基材PI）
シート経時
安定性
はんだ浴耐性
（乾燥下）
はんだ浴耐性
（加湿下）

開発品
（ウレタン系）

◎

△～○

◎

○

○

○～△

◎

△

アクリル系 ゴム/
エポキシ系

◎：非常に優れる、○：優れる、△：やや劣る、×：劣る

エコサイン
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環境対応型インクジェットインキの開発
インクジェットの特徴 環境対応型溶剤インキの開発

UV硬化型インキの開発

＜環境調和型製品の研究開発＞環 境 報 告

　インクジェット印刷は髪の毛よりも細い

ノズル孔（直径20～80μm）から超微細な

液滴を噴射させて被印刷体に直接描画す

る印刷方式で、被印刷体に直接触れないた

め、凹凸や局面を持つ基材にも印刷するこ

とが可能です。またオフセット印刷やグラビ

ア印刷のような“版”を必要としないため、

可変情報を連続して印刷することも容易に

できます。このような自由度の高さから、一

般家庭やオフィスなどのドキュメント印刷機

としてだけではなく、最近ではデジタル印

刷方式の一つとして広範な産業用途にも

使用され始めています。

　

　現在、産業用途のなかで最も大きな市場

を形成しているのが「広告看板印刷市場」

で、当社は色再現性や基材密着性、画像耐

久性に優れた溶剤型、UV硬化型のインキ

を開発し、市場投入してきました。

　溶剤型インキは、印刷基材の塩ビシート

の表層を膨潤溶解させるため、インキが強

固に定着し、優れた画像耐久性を得ること

ができます。

　しかし、インキ中の溶剤は乾燥揮発に

よってVOCとして大気放散されるため、日

米欧の3極を中心に環境対応インキの開発

要求が急速に高まっています。またインク

ジェットインキはオフセットインキなどの一

般印刷インキと比較して、通常のオフィス

環境に近い場所で使用されるため、人体に

対する有害性の低減も非常に大きな課題

となっています。

　当社は、第一世代として有機溶剤中毒予

防規則に非該当なインキ（シクロヘキサノ

ンフリー）を開発し、既に市場供給していま

す。一般にエコフレンドリーな溶剤は塩ビ

シート溶解力が乏しく、画像耐久性との両

立が困難でした。当社は溶剤の化学構造か

ら安全性と性能の見極めを進めました。そ

の結果、第二世代として、日米欧の大気汚

染規制や作業環境規制、変異原性や生殖毒

性といった人体毒性を著しく低減したイン

キ開発の目処が立ちつつあります。

　当社は無溶剤型（ノンVOC）のUV硬化

型インキを開発してきました。一般にインク

ジェットインキは、微細な液滴を安定して噴

射するために、30センチポイズ以下の低粘

度にする必要があります。そのため、オフ

セットUV硬化型インキなどに使用される高

分子樹脂成分が使用できず、従来は十分な

印字品質を得ることができませんでした。

　当社では、顔料の精密分散技術によって

低粘度化を進め、光重合性材料と開始剤の

最適配合設計によって広告看板用途で使

用可能な印字品質を得るに至りました。

　また、硬質塩ビ、ABS、ポリカーボネート、

アクリルなどの各種プラスチック素材への

密着性を付与した製品群を開発し、シルク

スクリーン印刷市場への参入の可能性を見

出しました。

　今後はインクジェットプライマーや、意匠

性や強度を付与するトップコート材の開発

を進め、より高機能な環境対応型インキの

提案を目指していきます。

溶剤インキ担当者

DMS技術部IJ技術課

山﨑　健
DMS技術部IJ技術課

吉廣　泰男

担当者のコメント担当者のコメント担当者のコメント

　溶剤インクジェットインキでは、環境対
応により非アノン（シクロヘキサノン）イ
ンキが求められてきました。弊社は
2004年度に他社に先駆け非アノンイン
キを上市しました。非アノンにも関わら
ず、当社独自の分散技術を用いることで
従来品と比べ1.2～1.5倍の濃度を持ち
合せており、市場から大きな評価を頂き
ました。
　更に当社のR＆D部門との連携により
低臭気化を図ったエコソルインキを、
2006年度中の上市を目指し開発中です

　UVインキは、有機溶剤を含まないことから環
境対応であることに特徴があります。しかし、そ
れ以上に、様々な基材に印刷が出来るということ
が最大の魅力です。そのため、今までインク
ジェットを使用していなかった異業種でも用途展
開が検討されており、インクジェットの用途を更
に広げる可能性を秘めています。現在、硬質塩
ビ、ABS、ポリカーボネートなどの素材への密着
性を付与したインキをラインナップしています
が、今後も、数多くの基材に密着するインキの開
発を進め、新たな市場の創出を目指し、かつUV
インキの可能性を広げていきたいと思います。

UVインキ担当者 第三者意見を受けて

○
（無溶剤型）

△

○

△

△

○

×

広告看板市場の従来のインク性能比較

環境適性

有害性

印刷安定性

画質

画像耐久性

基材汎用性

インクコスト

○

○

△

○

×

×

△

×

△

△

○

○

○

○

水性 溶剤型 UV硬化型

インク液滴

基材ヘッド

２～８０ピコリットル

ピエゾ型インクジェット概念図

インク液滴の飛翔写真

インク

ピエゾ素子
変形

ノズル孔
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特定非営利活動法人　循環型社会研究会
山口民雄（代表）　
田中宏二郎（副代表）　
久米谷弘光（理事）

　東洋インキはこれまでも積極的にステー

クホルダーとのコミュニケーションを展開

してきていますが、こうした活動を発展さ

せ、本報告書の作成にあたり当研究会との

エンゲージメントに踏み出されたことを高

く評価するとともに、他の領域にまでス

テークホルダー・エンゲージメントが波及す

ることを期待します。

　本報告書は、グループの経営理念体系を

現実化するための取り組みを経済、環境、

社会、人の側面に関しバランスよく記載さ

れています。また、報告書の頁数も前年度

から増やし、グループの意気込みと熱意、真

摯さが伝わってきます。特に、社会性報告を

充実して訴求しようとの姿勢はその記載内

容から理解できます。ただし、2007年に創

立100周年を迎えることを考慮しますと、

本文においてこの点を強く意識された記載

も欲しかったと考えます。また、報告項目の

網羅性についてはほぼ充足していますの

で、今後は業界の特性やステークホルダー

の関心事を考慮して、重要項目を選択し詳

述されるように望みます。

　特集の「本業を通したCSR」は、CSR憲

章で定義している「東洋インキグループの

CSR」を具体的に示すものとして、有意義

な記載であると評価できます。CSR活動に

ついては、2005年度は憲章、行動指針を

制定し、年度の活動方針を定めるとともに

CSRガイドブックの発行による社内への啓

蒙など大きく飛躍した年でした。今後はこう

した基盤が十分実効性をもって機能してい

るかを検証され、年度の活動方針に基づい

て報告・自己評価されることを期待します。

本年度の社会性報告は前述のように姿勢

は評価できますが、その開示内容について

は社会的に拡大・深化していることを考慮

するとまだ不十分といえます。一例をあげ

ると、社員の人員構成（正規、非正規）、処遇

の相違、時間外労働時間、女性の処遇など

です。

　環境報告については、これまでの経験が

生かされ過不足のない報告が行われてい

ますが、ステークホルダーの関心や期待は

大きく高まっていることを配慮した記述が

求められています。そのひとつにCO２の排

出量の削減があります。地球温暖化による

地球環境の崩壊は現実化し、その防止策は

焦眉の急を要していますが、景気の回復に

伴いわが国では増加に拍車がかかっていま

す。こうした中で、原単位による管理から絶

対量での管理に変更し、より積極的な削減

に取り組む企業も出てきています。本報告

書では「2005年度の結果からも、目標を

達成することは非常に難しい状況にある」と

あり、状況をブレークスルーする方向性が

示されていません。厳しいことは推察でき

ますが、この「方向性」こそが報告書に期待

する内容です。自らの生産プロセスの改革

のほかにも、カーボンオフセットやエミッショ

ンニュートラルなどの組み合わせなど多様

な「方向性」があるのではないでしょうか。

　目標の設定・到達度、客観性の担保も重

要な関心事です。そのひとつに、独自の環

境調和効率指標があげられます。この指標

を設定され、環境経営の進捗度を検証され

ていることは、高く評価できますが、残念な

がら本指標について年度と数値の目標が

ありません。また、環境調和製品や環境負

荷の重み付けについての客観性は本報告

書から読み取れず、読者に「恣意性」の印象

を与える恐れもあります。客観性の裏付け

の記載についての工夫も重要な課題と考

えます。

循環型社会研究会：次世代に継承すべき自

然生態系と調和した循環型社会のあり方を

地球的視点から考察し、地域における市民、

事業者、行政の循環型社会形成に向けた取

り組みの研究、支援、実践を行うことを目的

とする市民団体。

URL:http://www.nord-ise.com/junkan/担当者のコメント

溶剤インキ担当者

DMS技術部IJ技術課

山﨑　健
DMS技術部IJ技術課

吉廣　泰男

第三者意見を受けて第三者意見を受けて第三者意見を受けて

UVインキ担当者　今回の社会・環境活動報告書は、1999年に発行いたしました「環境報

告書」から数えて8冊目になりますが、今回初めて社外第三者の方による

本報告書の評価を頂き掲載することとなりました。

　頂いた評価には、良しとされた箇所もあれば、不足しているという箇所

もあります。良い評価を頂いた部分につきましては、私たち東洋インキ

グループの長年にわたる社会・環境への取り組みが、生活者の客観的な

視点においても一定の水準に達していると確認できたことを嬉しく思い

ます。一方、不十分との評価を頂いた部分につきましては、私たち企業の

視点がまだまだ生活者の視点から乖離していることを改めて実感させら

れ、反省するとともにさらなるチャレンジへの足がかりとしていきたいと

感じております。

　報告書の文中で繰り返し申しあげます通り、私たちの掲げるCSR憲章

には「ステークホルダーと同じ視点で自身の企業活動を評価する」として

おります。今回の第三者意見を頂いたことで、私たちの社会・環境活動は

新たなステージを迎えました。今後も、生活者視点によるより多くの客観

的な評価を頂くことで、自身の事業活動の襟を正していく所存です。

東洋インキグループCSR事務局
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事業所別PRTRデータ

　PRTR法に基づき、東洋インキ本体の製造所が行政に報告した、「第一種指定化学物質の名称並びに排出量及び移動量」のデータを

掲載します。排出量、移動量の各欄に「0.0」と記載されているものは、対象物質の年間取扱量が届出の用件を満たしているにもかか

わらず、算出の結果、これらの値が「ゼロ」になったことを示しています。

守山製造所 (単位：kg)

エチレングリコールモノエチルエーテル 44 13 0.0 0.0 0.0 0.0 60
ニッケル化合物 232 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 160
ほう素及びその化合物 304 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1

埼玉製造所 (単位：kg)

2-アミノエタノール 16 2 0.0 0.0 0.0 0.0 160

30 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 140

エチルベンゼン 40 18 0.0 0.0 0.0 0.0 430

エチレングリコール 43 2 0.0 0.0 0.0 0.0 640
キシレン 63 18 0.0 0.0 0.0 0.0 430
コバルト及びその化合物 100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 115
1,3,5-トリメチルベンゼン 224 1 0.0 0.0 0.0 0.0 20
トルエン 227 3,800 0.0 0.0 0.0 0.0 104,000
ニッケル化合物 232 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 19

ヒドロキノン 254 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 46

（アルキル基の炭素数が12から15までのも
ポリ(オキシエチレン)=アルキルエーテル

の及びその混合物に限る。）
307 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 39

ポリ(オキシエチレン)=オクチルフェニル
エーテル 308 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 29

マンガン及びその化合物 311 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 140

りん酸トリ-n-ブチル 354 1 0.0 0.0 0.0 0.0 100

富士製造所 (単位：kg)

アニリン 15 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
エチレングリコールモノブチルエーテル 0 5 7 0.0 0.0 0.0 0.0

2-アミノエタノール 16 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

エチルベンゼン 40 19,000 0.0 0.0 0.0 0.0 430

エチレングリコール 43 0.0 3 0.0 0.0 0.0 0.0

キシレン 63 19,000 0.0 0.0 0.0 0.0 430
o-クロロトルエン 89 2,200 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
3,3'-ジクロロベンジジン 138 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

銅水溶性塩（錯塩を除く。） 207 0.0 790 0.0 0.0 0.0 0.0

2,4,6-トリクロロ-1,3,5-トリアジン 212 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

トルエン 227 8,200 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

バリウム及びその水溶性化合物 243 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

フェノール 266 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ポリ（オキシエチレン)=アルキルエーテル
（アルキル基の炭素数が12から15までのも
の及びその混合物に限る。）

307 0.0 270 0.0 0.0 0.0 0.0

ポリ(オキシエチレン)=ノニルフェニル
エーテル 309 0.0 3 0.0 0.0 0.0 0.0

物質名称 号番号
排出量 移動量

物質名称 号番号
排出量 移動量

排出量 移動量
号番号物質名称 イ、下水道

     への移動
ロ、公共用水域へ
   の排出

イ、大気へ
　 の排出

ロ、当該事業所の外へ
　　の移動（イ以外）

ハ、当該事業所における
    土壌への排出（二以外）

二、当該事業所に
　  おける埋立処分

イ、下水道
     への移動

ロ、公共用水域へ
   の排出

イ、大気へ
　 の排出

ロ、当該事業所の外へ
　　の移動（イ以外）

ハ、当該事業所における
    土壌への排出（二以外）

二、当該事業所に
　  おける埋立処分

イ、下水道
     への移動

ロ、公共用水域へ
   の排出

イ、大気へ
　 の排出

ロ、当該事業所の外へ
　　の移動（イ以外）

ハ、当該事業所における
    土壌への排出（二以外）

二、当該事業所に
　  おける埋立処分

4,4'-イソプロピリデンジフェノールと1-クロロ
-2,3-エポキシプロパンの重縮合物（別名ビスフェ
ノールＡ型エポキシ樹脂）（液状のものに限る。）
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イ、下水道
     への移動

ロ、公共用水域へ
   の排出

イ、大気へ
　 の排出

ロ、当該事業所の外へ
　　の移動（イ以外）

ハ、当該事業所における
    土壌への排出（二以外）

二、当該事業所に
　  おける埋立処分

移動量

川越製造所 (単位：kg)

アクリルアミド 2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
2-エチル-1-ヘキサノール 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

エチレングリコールモノブチルエーテル 0 23 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

アクリル酸 3 83 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
アクリル酸エチル 4 33 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
アクリル酸メチル 6 24 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
アジピン酸ビス（2-エチルヘキシル） 9 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1
2,2'-アゾビスイソブチロニトリル 13 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1

直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその
塩（アルキル基の炭素数が10から14までの
もの及びその混合物に限る。）

24 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

アンチモン及びその化合物 25 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 790

3-イソシアナトメチル-3,5,5-トリメチルシ
クロヘキシル=イソシアネート 27 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1

4,4'-イソプロピリデンジフェノール（別名
ビスフェノールＡ） 29 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1

4,4'-イソプロピリデンジフェノールと1-ク
ロロ-2,3-エポキシプロパンの重縮合物
（別名ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂）
（液状のものに限る。）

30 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1

エチルベンゼン 40 170 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
エチレングリコール 43 7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
エチレングリコールモノエチルエーテル 44 99 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
エチレングリコールモノメチルエーテル 45 6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
キシレン 63 185 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
クレゾール 67 7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
クロム及び3価クロム化合物 68 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 330
コバルト及びその化合物 100 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 130

酢酸2-エトキシエチル（別名エチレングリ
コールモノエチルエーテルアセテート） 101 51 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

酢酸ビニル 102 90 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

酢酸2-メトキシエチル（別名エチレングリ
コールモノメチルエーテルアセテート） 103 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

2-（ジエチルアミノ）エタノール 109 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
N,N-ジメチルホルムアミド 172 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

スチレン 177 47 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

テレフタル酸ジメチル 206 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1

1,3,5-トリメチルベンゼン 224 40 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

トルエン 227 3,300 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

ニッケル化合物 232 0.0 0.0 0.0 0.0 37

フェノール 266 3.6 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
フタル酸ビス（2-エチルヘキシル） 272 0.0

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 1

ヘキサメチレン=ジイソシアネート 293 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1

1,2,4-ベンゼントリカルボン酸1,2-無水物 300 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
ホルムアルデヒド 310 36 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

無水フタル酸 312 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1

無水マレイン酸 313 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1

メタクリル酸 314 4 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
メタクリル酸2-（ジエチルアミノ）エチル 317 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1
メタクリル酸n-ブチル 319 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

メタクリル酸メチル 320 91 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

りん酸トリーｎブチル 354 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1

ダイオキシン類 179 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

物質名称 号番号
排出量
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社会の動き
1967 昭和42
1973 昭和48 ・環境改善対策本部を設置
1975 昭和50 ・印刷排水処理相談室の開設
1977 昭和52 ・「水性色材とその関連公害防止技術の開発」が

　有機合成化学協会の環境賞を受賞
1980 昭和55 ・技術研究所に変異原性試験実施の体制を整え、試験開始
1988 昭和63
1990 平成2 ・全社環境安全基本規程を制定
1991 平成3

1992 平成4 ・環境に関わる基本原則を発表
・大豆油インキをグラフエキスポ’92（ニューヨーク）に出展

1993 平成5 ・環境安全推進部を設置
・経営基本方針「テイクオフ 2007」を制定

1994 平成6
1995 平成7 ・日本レスポンシブル･ケア協議会に入会

・アロマフリー溶剤型のオフセットインキと洗浄溶剤を上市
・トートタンクがリターナブル容器としてエコマークの認定を取得

1996 平成8 ・ノントルエン型ラミネートインキを上市
・環境に関わる経営基本方針（環境憲章と行動指針）を制定

1997 平成9 ・川越工場がISO14001の認証を取得
・富士工場がISO14001の認証を取得
・フランカラーピグメンツのビラサンポール工場がISO14001の
　認証を取得
・アロマフリー新聞インキがエコマークの認定を取得

1998 平成10 ・枚葉インキおよびオフ輪インキがエコマークの認定を取得
・エコマークと米大豆協会（ASA）のソイシール認定を取得した大豆
　油インキを上市
・「東洋インキグループビジネス行動基準」を制定

1999 平成11 ・エコロジーセンター設置
・トーヨーケム・インキがISO14001の認証を取得
・天津東洋油墨有限公司がISO14001の認証を取得
・初めての環境報告書「1999環境報告書」を発行

2000 平成12 ・ライオケムがISO14001の認証を取得
・第3回「グリーン購入大賞」優良賞を受賞
・VOCs対応枚葉印刷システム「LEOSTEP」を上市

2001 平成13 ・東洋ペトロライト（株）がISO14001の認証を取得
・リスクマネジメント委員会を設置
・東洋モートン（株）がISO14001の認証を取得
・埼玉製造所がISO14001の認証を取得
・「ＦＤハイブリッドエコーSOY」を上市

2002 平成14 ・「東洋インキ環境セミナー」を本社、中部支社、関西支社で開催
・守山製造所がISO14001の認証を取得
・「ユニティ」シリーズを上市

2003 平成15 ・富士製造所がコージェネレーションシステムを稼動
・「東洋インキグループビジネス行動基準」改訂版を発行
・コンプライアンス委員会を設置
・日本ポリマー工業（株）がISO14001の認証を取得
・化学物質リスク管理規則を制定
・東洋インキ東北（株）がISO14001の認証を取得

2004 平成16 ・東洋インキコンパウンドがISO14001の認証を取得
・青戸工場（オフセットインキ）が埼玉製造所に統合
・台湾東洋採光股　有限公司がISO14001の認証を取得
・コンプラ月間を設定、コンプライアンス事例集を発行し、教育・啓蒙
　活動を実施

2005 平成17 ・環境月間を設定、グリーンブックを発行し教育・啓蒙活動実施
・岡山工場がISO14001の認証を取得
・CSR憲章・CSR行動指針を制定
・CSR委員会を設置

・「公害基本法」制定

・米国「スーパーファンド法」制定
・「特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律」制定
・「地球温暖化防止行動計画」策定
・「再生資源の利用の促進に関する法律（リサイクル法）」制定
・経団連「地球環境憲章」制定

・国際環境開発会議（地球サミット）開催

・「環境基本法」制定

・「環境基本計画」制定
・「容器包装に係る分別収集および再商品化の促進に関する
　法律（容器包装リサイクル法）」成立

・国際規格「ISO14001シリーズ」制定

・「環境影響評価法（環境アセスメント法）」公布
・ダイオキシン類に関わる大気環境指針の設定
・気候変動枠組条約第3回締約国会議（CDP3）開催
・英国サステナビリティ社のジョン・エルキントン氏がトリプルボトム
　ライン（経済、環境、社会）を提唱

・「特定家庭用機器再商品化法（家電リサイクル法）」公布

・国連のアナン事務総長が「グローバルコンパクト」を提唱
・「地球温暖化対策の推進に関する法律（地球温暖化対策推進法）」施行
・「特定化学物質の管理促進法（PRTR法）」制定
・「ダイオキシン類対策特別措置法」制定

・「容器包装リサイクル法」完全施行
・「循環型社会形成推進基本法」制定
・「廃棄物の処理および清掃に関する法律」改正
・「リサイクル法」改正

・「PRTR法」完全施行
・「国等による環境物品等の調達推進等に関する法律（グリーン購入法）」施行
・日印産連「オフセット印刷サービス」グリーン基準制定
・GPNの「オフセット印刷サービス」発注ガイドライン制定

・「土壌汚染対策法」制定
・「建設工事に係る資材の再資源化に関する法律（建設リサイクル法）」施行
・「京都議定書」を日本が批准
・「エネルギー政策基本法」公布
・GRIガイドライン2002年版公表

・「土壌汚染対策法」施行
・「循環型社会形成推進基本計画」策定
・日印産連「シール、グラビア、スクリーン印刷サービス」グリーン基準制定
・「廃掃法」改正

・「環境報告書ガイドライン2003年版（環境省）」公表
・「化審法」改正

・「自動車リサイクル法」施行
・京都議定書発効

2006 平成18 ・第2回環境月間でグリーンブック環境・安全編を発行
・東洋インキタイランドがISO14001の認証を取得

・アスベスト新法施行
・改正省エネ法施行

・「環境配慮促進法」施行
・「個人情報保護法」施行
・アスベストによる健康被害が社会問題化
・不法投棄防止強化で廃棄物処理法改正（3年連続）
・第1回京都議定書締約国会議（CDP/MOPI)でマラケシュ合意採択

・上海東洋塑料着色有限公司がISO14001の認証を取得
・環境・安全基本方針・行動指針を制定
・TOYOCHEM SDN.BHDグループ3社がISO14001の認証を取得
・東洋インキグループＣＳＲガイドブックを発行し全社員に配布

東洋インキの動き

・改正「大気汚染防止法」公布

社会・環境年表

社会・環境年表
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「CSR（Corporate Social Responsibility）」

　企業の社会的責任で、単に経済的側面だけでなく、環境対応、法令
順守、人権擁護、労働環境、社会貢献、消費者保護といった社会的側面
も含めたバランスのとれた責任を果たす経営理念です。これは企業価
値の最大化のための企業ブランド力の向上が目標となってきてい
ることに起因します。

P10

　企業（事業所）の活動において、投入する全てのエネルギー、資源
（原料、副資材、用水）と、生産する製品および排出する全ての排出物、
廃棄物など、ライフサイクルの流れで、環境負荷に関わる全てのイ
ンプット/アウトプットを定量的に測定・把握し、全体像としてデー
タを報告する手段です。

「環境負荷マスバランス」 P26

　「環境調和効率指標」は東洋インキが取り組む環境経営の指標とし
て、設定した効率指標です。環境経営指標とは、環境と調和した企業
経営の状況を指標として表すもので、環境経営の尺度としている企業
が増えてきています。
　環境経営指標では環境効率系指標（［経済価値］÷［環境負荷］）を採
用する企業が主流となっています。東洋インキは経済価値には「環境
調和型製品の売上高」を2000年度を基準に指標とし、環境負荷には、
化学会社を意識して当社独自の重み付けを行って表した「統合環境負
荷指標」（2000年度基準）を用いました。環境経営に取り組んでいる
東洋インキは、この「環境調和効率指標」を大きく伸ばしていきます。

「環境調和効率指標」 P31

　ソニー社は、EU（欧州連合）で合意された電子機器などへの有害な
化学物質の含有を規制したRoHS指令（2006年7月1日施行）への
対応を含め、独自の調達基準（SS-00259）を定めています。ソニー
社は調達する全ての部品および製造工程の管理も含めて、その基準
を満たしているかどうか監査します。その基準を満たしている調
達先、材料メーカーがグリーンパートナーとして認定され、部品の
納入が認められています。ソニー社の調達部品に使用される印刷イ
ンキ、樹脂、塗料などの材料メーカーである東洋インキも監査を受
けグリーンパートナーとして認定されています。グリーンパートナー
の有効期限は2年であり、当社は更新のための監査を受け継続認定を
受けています。

「グリーンパートナー（ソニー社）」 P33

　平成15年2月に施行された「土壌汚染対策法」は、土壌の状況を
把握して、土壌による人への健康被害を防止するために制定された
法律です。有害物質により汚染された土壌は、その土壌の採取や地
下水の飲用等によって、人の健康に影響を及ぼすおそれがあります。
工場跡地の再開発等では、重金属や揮発性有機化合物等によって土
壌が汚染されていた事例もあります。この「土壌汚染対策法」では、
汚染土壌の取り扱いに関する指針等が定められています。

「土壌汚染対策法」　　 P35

　日本化学工業協会（日化協）では、毎年、480物質群から成る特定化
学物質に関して、排出量と移動量を自主的に把握しています。この中
には、PRTR法の対象となる物質が354物質群が含まれています。

「日化協PRTR対象物質」 P42

「コンプライアンス」

　法令や社会規範を含むルールを順守し、その風土を定着させてい
く活動のこと。CSR（企業の社会的責任）に向けた取り組みの1つと
して、重視されています。

P12

「NL規制」　

　印刷インキ工業連合会は、印刷インキの原料として使ってはいけ
ない化学物質を「ネガティブリスト（ＮＬ）」として指定しています。食
品容器の包装材料には、昭和48年から、一般インキよりも厳しい安
全基準である「食品包装用インキに関する自主規制（ＮＬ規制）」を実
施してきました。2006年5月改定、11月実施で第4次改訂が行わ
れ、自主規制物質も527種類と大幅に増加しました。「ＮＬ規制準拠
マーク」は、この自主規制を着実に浸透させるため、ユーザーに一目
でわかるマークとして制定されたもので、2003年から使用されて
います。

P18

「サステナブル経営格付（環境経営格付機構）」　

サステナブル経営格付とは、持続可能な社会の構築に貢献する企業
経営の持続的発展可能性を測るものであり。環境経営学会が考える
サステナブル経営の「あるべき姿」への到達度を、環境経営格付機構
によって、評価が行われます。評価は「経営面」「環境面」「社会面」の
各評価側面によって行われ、さらに「戦略」「仕組」「成果」の3視点要
素から評価されます。評価結果は「持続可能樹」で表現され、評価の
高い順に濃緑色・緑色・若緑色・黄色・茶色の葉で表されます。2005
年度は24社が評価を受けました。

P18

「レイアウト調査」

　職場の安全管理の見直しや強化を図るため、「保安防災」「安全衛
生」「環境保全」について、三現主義に基づき実施される、当社独自
の生産拠点のリスクアセスメント。特に「人・設備・建物等」のレイ
アウトに起因する許容できないリスクを集中的に抽出し、危険度の
高いリスクに対しては、ハードとソフトの両面から計画的な改善を
図ります。

P37

「メンタルヘルスケア」

　職場で発生する事故の重要な原因の１つに、従業員の健康状態が
あります。近年は、業務の効率や能力に対する要求水準が高まり、
なかでも精神的ストレスに起因する事故が増加しています。そこで、
従業員の心の健康状態に起因する事故を未然に防止するための支援
策として、「メンタルヘルスケア」が行われるようになりました。

P17

労働災害による死傷者数
×1,000,000

延実労働時間数

「度数率」 P17

延労働損出日数
×1,000

延実労働時間数

「強度率」 P17
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構成について

●お問い合わせ先

東洋インキ製造株式会社

広報室

〒104-8377

東京都中央区京橋二丁目3番13号

T E L

F A X

E-MAIL

03－3272－5720

03－3272－9788

master@toyoink.co.jp

：

：

：

用紙・インキについて

　この「社会・環境活動報告書」では、環

境負荷を抑えるため、FSC認証紙、大豆

油インキ、そしてVOC発生を大幅に削減

できる水なし印刷を採用しました。使用

した紙、インキなどは次の通りです。

・用紙：FSユトリログロスマット

（大王製紙株式会社製　FSC認定紙）

・インキ：アクワレスエコーネオシ

リーズ（東洋インキ製造株式会社製）

　インキのアクワレスエコーネオは、

「樹脂」と「溶剤」から全面的にリファイ

ンした最新の枚葉水無しインキです。

新開発の技術により、軟らかく、扱いや

すくなっています。着肉性、機上安定

性、地汚れ耐性、ハンドリング性など、

全体の性能をレベルアップし、再現性・

印刷適正をさらに向上させました。水

無し印刷ならではの高生産性に加え、

これまで以上の高品質な印刷を実現で

きるインキです。

　この「社会・環境活動報告書（2006年

版）」は、東洋インキにとって8冊目の環

境報告書になります。構成としては、冒頭

に東洋インキグループの事業と理念、経

営数値を記載しました

特集　本業を通したCSR

　特集として、東洋インキのCSRへの取

り組みの基本的な考え方である「本業を

通したCSR」として、5つの事例をお客様

のコメントを含め紹介しました。これらは

東洋インキの経営理念である「生活文化

創造企業」を推進する事例でもあり、社

会貢献活動の事例でもあると考えてい

ます。

コーポレートガバナンスとCSR推進体制

　本章では、その体制図とコーポレート

ガバナンス体制におけるCSR推進体制

の位置づけ、コーポレートガバナンスの

状況および実施状況を掲載しました。ま

た、2005年4月に制定した「CSR憲章・

行動指針」を掲載しました。

社会性報告

　本章では、グループの2006年度

CSR活動方針と2005年度の活動状況

をコンプライアンス、リスクマネジメン

ト、社会貢献活動状況、ステークホルダー

（地域・社会、株主・投資家、社員など）との

コミュニケーションの実施状況などを記

載しました。

環境報告

　本章では、これまでと同様に「環境マ

ネジメントシステム」「環境負荷の低減」

「環境調和型製品の研究開発」に区分け

し掲載しました。

　「環境マネジメントシステム」の項で

は、土壌・地下水汚染対策、物流における

環境負荷低減活動、RC監査・レイアウト

監査・海外極の環境安全監査などの継続

的活動を掲載しました。

　「環境負荷の低減」では、これまでと同

様にその低減活動を報告するとともに、

巻末に東洋インキの各製造所のPRTR

データを掲載しました。

　「環境調和型製品の研究開発」は、3製

品群について掲載しました。

　今回の報告書では東洋インキとして

「循環型社会研究会（代表　山口民雄

氏）」にお願いし、はじめて第三者の意見

をいただき掲載しましたが、本報告書の

編集についても循環型社会研究会のア

ドバイスを多々いただき、できる限りそ

れを盛り込み制作しました。

　2006年版「社会・環境活動報告書」は

前年の48ページ構成を56ページ構成

にし全体の充実を図りました。
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記載対象事業所

製造所・工場

事業所名 郵便番号 住所

富士製造所

埼玉製造所

川越製造所

西神工場

守山製造所

岡山工場

〒419-0205

〒350-0803

〒350-1156

〒651-2271

〒524-0051

〒715-0004

静岡県富士市天間400

埼玉県川越市大字栄1

埼玉県川越市大字中福字松峯286

兵庫県神戸市西区高塚台1-5-7

滋賀県守山市三宅町436-1

岡山県井原市木之子町3701-1

国内関係会社

マツイカガク株式会社

オリエンタル化成株式会社

東洋モートン株式会社埼玉工場

東洋ペトロライト株式会社千葉工場

日本ポリマー工業株式会社

愛知東洋インキ株式会社

〒612-8374

〒297-0017

〒355-0812

〒297-0017

〒617-1241

〒480-0304

京都府京都市伏見区冶部町18

千葉県茂原市東郷1430

埼玉県比企郡滑川町大字都25-26

千葉県茂原市東郷1432

兵庫県姫路市網干区興浜2114

愛知県春日井市神屋町１‐２３

事業所名 郵便番号 住所

海外関係会社

事業所名 住所

FRANCOLOR PIGMENTS S.A. 
・HQ and VSP Factory［フランス］

FRANCOLOR PIGMENTS S.A.
・Oissel Factory［フランス］

LIOCHEM  INCORPORATED［米国］

天津東洋油墨有限公司［中国］

TOYOCHEM INK PTE. LTD.［シンガポール］

TOYO-INK COMPOUNDS CORPORATION［フィリピン］

台湾東洋彩光股份有限公司［台湾］

TOYOCHEM SDN.BHD［マレーシア］

上海東洋塑料着色有限公司［中国］

Platforme de Villers-St. Paul, B.P. 25, 60870 Rieux, France

Platforme de Oissel, B.P.4, 76350 Oissel, France

2145 East Park Drive, Conyers GA 30013 U.S.A.

12 Xinghua 2# Road Xiqing Economic Development Area,
Tianjin China 300381

31, Tuas Avenue 2, Jurong Town, Singapore 659462

106-A, Integrity Avenue, Carmelray Industrial Park 1 
Canlubang, Calamba City, Laguna 4027, Philippines

No.35,KO CHI 1st Rd.Tainan Technology Industrial Park,
TAINAN,TAIWAN.R.O.C

10, Jalan Pengapit(15/19), Section 15, 40000  
Shah Alam, Selangor, Darul Ehsan, Malaysia

90 Lianyang Road,Songjiang Industrial Disrict,  
Shanghai, China
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